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要旨 
 消費者問題、消費者政策に対する関心が、最近増大している。しかしこの分野では、既

存文献の学際的なサーベイはなく、理論と最新の政策にまたがる資料も不足している。そ

こで、取引方法の問題と財の品質問題に大きく二分できる消費者問題の代表例である悪質

商法と製品安全にかかわる政策を対象として、これらに関係する文献と日本の政策関連資

料を調査した。 
まず、消費者問題の原因として、従来の見方より幅広い「市場の規範が弱まっている」

という見方を支持する文献・資料を提示する。また、市場の規範に「強制する規範」、「経

済社会の圧力で守る規範」、「良心で守る規範」が存在することを示し、市場の規範の構築

法について各種の文献から共通項を抽出する。更に、市場の規範の観点から効果が期待で

きる消費者政策の例を、既存の政策と検討中の政策から示す。 
これにより、消費者政策は、消費者と事業者の一般的な対立構造を想定して政府がどち

らの肩を持つかという観点で考えるべきではないと論じる。消費者、事業者、政府のすべ

てが市場の規範を構築、維持する役割を果たすことにより、経済社会全体の発展、安定を

確保するという観点から検討することを提案する。 

                                                  
∗本稿は、独立行政法人経済産業研究所における 2007 年 10 月から 2008 年 4 月までの研究

を、消費者政策の検討、合意に資するため、「ポリシー・ディスカッション・ペーパー」と

して公表するものである。本稿の作成に当たっては、松本恒雄一橋大学教授をはじめとす

るフリーディスカッション参加者及び太田勝造東京大学教授をはじめとする「安全・環境

問題規制検討会」参加者の方々から、貴重なコメントをいただいた。また、経済産業研究

所、政策研究大学院大学、消費者団体、事業者等の方々からも、有益な知見をいただいた。

記して感謝したい。但し、もし本稿に誤りがあれば、その責任はひとえに筆者にある。な

お、論文中に記された意見は筆者個人のものであり、経済産業研究所又は経済産業省の意

見を反映したものではない。 
⁂独立行政法人経済産業研究所上席研究員 
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<第一部 消費者取引の問題> 
 
1. 消費者問題への関心の増大 
 
(1)本稿の目的と構成 
最近、消費者問題、消費者政策が大きな話題となってきた。同時に、消費者政策を学問

的分析も踏まえて考えることや、人文・社会科学の学問分野をまたがる視点を持つことの

重要性が指摘されている。たとえば OECD は、2006 年、「消費者政策のための需要側の経

済学ラウンドテーブル」を開催し、その中で行動経済学が今後の消費者政策の立案に資す

ることを示唆した。(OECD 2006)1行動経済学は、心理学や社会学の成果と関連性が強い。 
また、消費者政策は、利害関係者が極めて多くかつ多様な政策分野である。消費者問題

に対する関心の増大に伴い、最近、様々な場面で消費者政策に関する議論が行われるよう

になってきた。この中で、異なった考えを持つ人々がよりよい政策を目指して議論を深め、

合意を形成することが期待される。そのためには、これまで個別の集団内でしか共有され

なかった知識が、より幅広い関係者に共有されることが有益である。 
しかし、消費者政策は、従来、様々な学問分野で個別に研究されてきたが、学際的なサ

ーベイがなく、学問と政策にまたがる資料も不足している。また、一般向けに書かれた書

籍と学問的な論文の間にも乖離がある。 
このため、本稿では、様々な学問分野、一般向け書籍、行政の発表を含む既存文献を調

査し、消費者政策の考え方の基礎について、おおまかな鳥瞰図を描くことを試みる。出典

を可能な限り記載し、資料紹介としての役割も果たしつつ、消費者政策についての包括的

な見方を提示する。 
 
消費者問題には、食品安全、建築物の安全、医薬品の安全、金融商品取引、商品先物取

引など多くの分野があるが、大きく分ければ、表示や勧誘方法などの取引の仕方の問題と、

取引の対象である商品やサービスの品質の問題の二通りに分けられる。 
本稿では、取引方法の問題として悪質商法を、財の品質の問題として製品安全の問題を

とりあげる。悪質商法と製品安全一般の問題は、国が個別の事業について事前規制を行わ

ない比較的普遍的な消費者取引にかかわる問題として、代表的なものである。 
金融商品、商品先物取引等は、事前に国の許可を必要とする。建築士、医師、薬剤師等、

資格が必要とされる事業もある。ほかにも、事業を始める前に届け出たり登録したりする

必要がある事業がある。これらは、個別の事業に特有の事情を背景としているため、本稿

                                                  
1ただし、この OECD のラウンドテーブルで語られたのは、行動経済学だけではない。イェ

ール大学の浜田宏一は、多くの消費者政策は外部効果の存在や情報の欠如から説明できる

と論じ、例として、マルチ商法、訪問販売、食品や製品の安全等を挙げた。そして、行動

経済学の成果がいくつかの政策を正当化するとしつつも、新規の政府介入を正当化する劇

的なまでに強力な説明をもたらすものではないとした。(Hamada 2006) 
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では扱わない。製品安全関係の政策でも、特定のガス機器や乳幼児用ベッドなどについて

は特別な規制がある2が、これらの個別機器の規制に特有な議論も、本稿では扱わない。 
しかし、悪質商法と一般的な製品安全の問題について考えることは、商品や役務ごとの

個別事情による事前規制の部分を除けば、他の分野も含む消費者問題と消費者政策につい

て議論するためにも有用な示唆を与えると考える。悪質商法や製品安全については、関心

も増えている。3 
 
本稿の構成は、以下のとおりである。 
第一部は、導入として、消費者取引の問題を扱う。消費者問題の傾向を概観し(「1.消費

者問題への関心の増大」)、悪質商法の実態を見た上で、問題の原因を考える(「2.消費者問

題の原因」)。 
第二部は、市場の規範と消費者問題の関係を扱う。市場の規範一般の内容と構築方法を

文献・資料から抽出し(「3.市場の規範とは」)、悪質商法と製品安全の問題について市場の

規範との関係をみる(「4.悪質商法と市場の規範」、「5.製品安全の問題と市場の規範」)。 
第三部は、市場の規範から消費者政策の効果を扱う。まず消費者政策のこれまでの議論

を振返り、市場の規範に資する消費者政策として期待される効果を考える(「6.消費者政策

に期待される効果」)。次に、このような効果が期待される政策の例を、現状の消費者政策

と検討中の消費者政策から示す(「7.消費者政策の具体例」、「8.検討中の消費者政策の例」)。 
最後に、全体を要約する(「9.まとめ」)。 
 

(2)消費者問題の動向 
 消費者から全国の自治体の消費者センターに寄せられた相談は、国民生活センターの全

国消費生活情報ネットワークシステム(PIO-NET)に登録され、集計されている。この消費

者相談の件数は、2003 年度に 100 万件を超え、2004 年度には 200 万近くに達した(図 1)。
2005 年度は若干低下したが、20 世紀に比べれば、依然として高水準である。 

                                                  
2 詳細は、経済産業省「製品安全ガイド」を参照。 
3 「悪質商法」と「製品事故」について、日経テレコン 21 で、日経四紙、一般紙・専門紙

(NHK ニュースを含む)の見出しを検索した。以下のように、この二十年余りで増えている。 
 1986 年 1996 年 2006 年 

「悪質商法」 338 件 949 件 2,790 件 
「製品事故」 1 件 111 件 389 件 
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 (図 1) 消費者相談件数の推移 

 

     (出所) 内閣府国民生活局「内閣府説明資料」(2007) 
 
消費者相談件数が前世紀末から今世紀にかけてこのように急激に伸びたのは、なぜだろう

か。まず、悪質商法について検討する。製品安全の問題は、第二部以降で扱う。 
 

2.消費者問題の原因 
(1) 悪質商法の動向 

消費者センターの相談件数が 2004 年度まで増えたことは、悪質商法の増加を反映す

るのだろうか。 
 消費者センターの相談件数の多くは、特定商取引に関する法律(以下、特定商取引法

という)の対象となる取引に関するものである。42004 年度(平成 16 年度)以降、特定商

取引法に基づく行政処分が、国、地方自治体ともに急激に増加した(表 1)。2003 年度(平
成 15 年度)までは稀だった業務停止命令も、本格的に出され始めた。また、不当請求に

ついても様々な対策や警察による取り締まりが行われた。 
このような処分、対策の増加に伴い、全国の消費者センターに寄せられた特定商取引

法違反の相談件数は減少した(図 2)。このことは、取締りによって法の対象になる悪質

商法が多少影を潜め、そのことが相談件数の減少につながったことを示唆する。 
 

                                                  
4 特定商取引法の対象となる取引は、通信販売、訪問販売、電話勧誘販売、特定継続的役務

提供、連鎖販売取引(いわゆるマルチ商法)、業務提供誘引販売取引(いわゆる内職商法)の六

種類である。取引によって、対象となる商品や役務が指定されている。 
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(表 1)特定商取引法に基づく行政処分の推移 

 
 (出典) 経済産業省「消費生活安心ガイド」 
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(図 2) 

 
    (出典) 2007 年 12 月産業構造審議会消費経済部会特定商取引小委員会報告書 2 頁 
 

消費者相談件数の増加要因として他に想定できるのは、消費者問題に関する関心の増

大という可能性と、消費者相談がより容易になった可能性であるが、これらは原因とし

て考えにくい。以下で、これについて解説する。 
もし、これまでの相談件数の増加が関心の増大によるものであれば、取締りが大きく

報道されたことによって関心が増大し相談件数が増加することが考えられる。実際に、

このような相談の増加はみられ、たとえば 2007 年 2 月に英会話学校 NOVA に特定商取

引法に基づく立ち入り検査に入った後、NOVA に関する相談は増加した。しかし、2004
年度まで増加した消費者相談件数は、2005 年度は、取締りの増加とともに減少した。

2005 年度の取締りには、悪質住宅リフォーム訪問販売など、大きな話題になった分野

がある。2006 年度の取締まり事例にも、シロアリ防除の訪問販売、皇室関係商品や叙

勲記念品の電話勧誘販売など、テレビのワイドショーも含めて大きく報道されたものが

多い。5もし消費者問題に関する関心の高まりが相談件数を増加させたのであれば、こ

                                                  
5 悪質商法に関する主な情報源として、経済産業省「消費生活安心ガイド」、内閣府「消費

者の窓」、国民生活センター、東京都「東京くらし WEB」が挙げられる。 



 9

れらの年も相談件数は増加したはずであるが、実際は減少している。 
また、もし相談件数の増減が、相談の容易さの変化によって起きたのであれば、2004

年度までは地方自治体の消費者センターの相談窓口体制が急速に強化され、2005 年度

からは体制が縮小されたということが想定できよう。しかし、現実の消費者センターの

体制は、そうなっていない。消費者センターで相談に当たる相談員の数は、2006 年度

まで増加したといわれている。6 
したがって、相談件数の増加は悪質商法の数を反映していると考えられる。悪質商法

は 2004 度年まで増加傾向にあり、2005 年度からは、この増加傾向が取締り等の対策強

化によって抑えられた可能性が高い。 
ただし、図 2 の 2005 年度と 2006 年度の減少は、必ずしもそのまま消費者問題全体

が減少したことを示すわけではない。図 2 の特定商取引法の相談件数が 2005 年度から

減少した背景には、悪質事業者が特定商取引法の法令違反行為から、特定商取引法が適

用されない分野の悪質勧誘に移ったということもある。たとえば 2006 年度、海外先物

オプション取引のあっせんを電話勧誘で行うなど、特定商取引法の対象として政令で指

定されていなかった役務の取引で、悪質な勧誘が増加していたことが判明した。このた

め、海外先物オプション取引の仲介サービス電話勧誘販売等は、2007 年 7 月に特定商

取引法の政令で指定され、その後は法の規制対象となった。7 
 
(2) 消費者と事業者の情報、交渉力格差 

悪質商法は、なぜ 2004 年度まで大きく増えたのか。 
これまで挙げられた原因に、「事業者に対して消費者の力が弱まった」というものが

ある。まず、これについて検討する。 
消費者問題の原因として、一般的な見方は、事業者と消費者の力関係で消費者が劣位

に立つというものである。代表的な文献として、以下のようなものがある。 
 

① 法学の見方 
消費者法の基本原理を説明する要素として、事業者と消費者の間の情報、交渉力の格

差が指摘されている。 
消費者基本法は、以下のように規定する。 

                                                  
6 日本経済新聞は、2008 年 2 月の自民党消費者問題調査会での圓山茂夫の発言を報道した

中で、相談員数が「06 年度まで増加し続けてきた」とした(2008 年 3 月 10 日付け日本消費

経済新聞 2 面)。 
7 経済産業省(2007 年 6 月 15 日)「『特定商取引に関する法律施行例の一部を改正する政令』

について」<http://www.no-trouble.jp/u/pdfs/070615.pdf 
 なお、対象となる商品やサービスが政令で限定列挙されていることによる法の抜け穴を

ふさぐことを含む特定商取引法改正案が、2008 年 3 月に閣議決定され国会に提出された。

この法案については、本稿の「8.検討中の消費者政策」で紹介する。 
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「第一条 この法律は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力等の

格差にかんがみ、消費者の利益の擁護及び増進に関し、消費者の権利の尊重及び

その自立の支援その他の基本理念を定め、国、地方公共団体及び事業者の責務等

を明らかにするとともに、その施策の基本となる事項を定めることにより、消費

者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策の推進を図り、もつて国民の消費

生活の安定及び向上を確保することを目的とする。」 
消費者法の体系化を試みたものとして、大村敦志「消費者法」がある。この中で、「消

費者は事業者に対して、情報・交渉力において劣位に立ち、また、精神的・肉体的に脆

弱な存在である」と記述し、「消費者問題はこのような格差に由来する」と解説した。(大
村 2007 35 頁) 

より実務に近い立場から消費者法を解説した「アクセス消費者法」も、以下のように

記述した。 
「事業者と消費者の間には、情報力や交渉力において厳然として格差がある。イン

ターネットを通じ国境を越えた瞬時の取引が可能になるなど、IT 化、国際化の進

展によって消費者の利便性は増したが、その反面、事業者・消費者間の情報力・交

渉力の格差はますます拡大して・・・」(後藤、村、斉藤 2007 11 頁) 
より学問的な分析として消費者法を論じた「消費者契約の法理論」も、事業者と消費

者の間の情報や交渉力の格差に繰返し言及した。具体的には、フランス法の動向を紹介

しつつ、消費者契約法に基づく「誤認」「困惑」による消費者契約取消等について考察

した。(後藤 2002) 
共通して論じられるのが、消費者問題の原因としての情報や交渉力の格差である。こ

のうち、情報の格差は比較的わかりやすい。製品やサービスの質や使用方法等について、

事業者は消費者より多くの情報を持っている。これまで、情報化が消費者の情報入手可

能性を拡大し、情報格差を狭めるとの見方もあったが、現実には、情報格差は拡大して

いる。(奥野 1999 71 頁) 
では、交渉力の格差とは、具体的にはどのようなものだろうか。 
大村敦志は、「交渉力」について、「交渉を決裂させる(=契約をしない)という選択肢を

手中にしつつ、相手方の譲歩を迫る可能性のことである。」とし、「消費者にはこのよう

な可能性が欠けているか、または乏しい。」とした。例の一つとして、事業者が突然に

生活の場にやってきて容易に退去しない訪問販売を挙げ、「場の特殊な状況ゆえに交渉

力が失われている」と解説した。(大村 2007 98 頁) 
このような交渉力について、事業者と消費者の間の格差は拡大しているのだろうか。

以下では最近の悪質商法について、消費者被害の実態から、高齢消費者の交渉力の低さ

と、事業者の交渉力の強化についてみていく。確かに、高齢者を中心とする交渉力の弱

い消費者の増加と、交渉力を増した悪質事業者の存在がみられる。 
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② 高齢者をねらう商法の交渉力 
人口の高齢者化に伴い、一人暮らしで話し相手に乏しいような高齢者が増加した。高

齢者には、資産を保有する人が多い。8また、情報を収集、理解する力や、事業者との

交渉の力が弱い人もしばしばみられる。 
消費者団体訴権の認定団体である消費者機構日本の「パワーアップ消費者」は、以下

のように記述した。 
「2000 年・・・実に 4 軒に 1 軒はひとり暮らし家庭である。・・・本書で拾った

トラブルでも孤独の中で立ちすくむお年寄り、女性の姿が散見できるし、他方で

そういう孤独な消費者に仕掛ける悪質業者の手練手管が巧妙化し、だましのスキ

ルを向上させている傾向がうかがえる。」(消費者機構日本 2007 19 頁) 
このように高齢化し孤独な消費者と、彼らの特性を認識し狙う事業者の存在が、消費

者と事業者の情報格差、交渉力格差のひとつの要因である。訪問販売に関する相談に占

める 60 歳以上の割合は増加しており(図 3)、また、一件あたりの被害金額をみても、高

齢者の被害金額が多い(図 4)。訪問販売に関する消費者相談における 60 歳以上の相談件

数の割合は、人口全体の 60 歳以上の割合を大きく上回っている。9 
 (図 3) 

 

        (出典)  産業構造審議会特定商取引小委員会報告書 7 頁 

                                                  
8 2004 年全国消費実態調査によれば、世帯主が 60 歳以上の二人以上の世帯は 2000 万円を

超える貯蓄を保有している。金子(2007) 90 頁 
9 国連人口基金の 2007 年 10 月付けの記事「アジア諸国による高齢化の対策強化」には、

日本の人口に占める 60 歳以上の割合は 28%とある。 
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 (図 4) 

 
    (出典)  産業構造審議会特定商取引小委員会報告書 4 頁 
 
高齢者が悪質商法の被害にあうのは、判断力が衰えた場合ばかりではない。孫のよう

な年齢の若者に訪問され、「これが売れないと、首になっちゃうかもしれないんです。」

等と懇願されると、営業内容がおかしいことはうすうすわかっていても、善行をなすつ

もりで購入する場合がある。 
紛争解決でも、高齢の消費者が不利な場合は多くみられる。苦情を多く受ける悪質な

事業者は、苦情対応の技術も積み重ねており、消費者があきらめるよう上手に説得した

り、脅したりする場合もある。10高齢者の場合、勧誘の詳細について覚えていない場合

もあり、口頭での営業による不実告知の立証が困難で、裁判等での被害回復ができない

こともある。 
高齢者の自尊心や判断力の衰えに対する不安も、被害の回復を困難にする。被害にあ

ってもそれを認めたくない気持ちがある。信じた相手に裏切られたことを認めることで

傷つくと感じる心理や、相談したり訴え出たりして自らの判断の誤りを他人にも広める

ことを恥ずかしいと感じる心理が働く場合が、相当あるといわれる。 
仁平義明は、日本の現状とよく似た高齢者を対象としたリフォーム訪問販売等の悪質

商法が 1970 年代後半の米国でみられたことが心理学者マッギーの論文で分析されたこ

                                                  
10 経済産業省の「消費生活安心ガイド」に、特定商取引法に基づく処分が掲載されている。

2008 年 3 月に特定商取引法違反で業務停止命令を受けた宗教法人幸運乃光(通称名「高島易

断総本部」等)は、高齢者に多額の被害を及ぼした例である。この法人は、明確な根拠なく

「息子さんの運気がどんどん下がっている。これを何とかしなければ、大変なことになる。」

等として祈願等の契約をさせ、契約解除を申し出た消費者に対しては「あなたは私の面子

を潰す気ですか。もうあなたのためにお札も作ったし・・・」等と、契約解除が不可能で

ある旨を告げていた。<http://www.no-trouble.jp/u/pdfs/080327t.pdf> 
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とを紹介し、現在の日本ではこれが遅れて発現したとする。この中でも、高齢者が被害

にあいやすい理由として、健康への不安や知識の不足等とともに、「高齢者は、商品や

サービスへの不満を言うことは、それを選択した自分の自尊心を傷つけると考えがちで

ある」ということが触れられている。11なお、仁平は米国で健康ケアのサービスで詐欺

的商法があったことに触れ、日本でもこのような商法が生まれないか警戒すべきとして

いるが、実際、日本でも高齢者を標的にした健康関連の悪質商法が相次いで発生した。

12 
しかし、悪質商法は、高齢者を対象とするものばかりではない。若者を対象とするエ

ステのキャッチセールス、会社員を対象とする資格商法の電話勧誘など、悪質商法は多

様な対象に広がっている。電子ゲームなどの仮想空間で遊び現実の人間を学ばず成長し

たなど、若者の判断力の衰えを指摘する意見もあるが、現時点では断定できない。以下

では、心理学、社会学から考えられる高齢者に限定されない悪質商法の交渉力強化につ

いて、特定商取引法による取締事例を参照しながらみていく。 
 

③ 心理学からみた悪質事業者の交渉力 
判断力の衰えた相手などでなくとも騙すことのできる悪質商法の交渉力の強化要因

としてまず挙げられるのが、心理学の知見の応用である。仁平義明は、アポイントメン

ト商法等を例にとって、勧誘者がまずアンケート依頼等で足がかりを得てから商談に入

る技術や、契約が許される残り時間がわずかな方が内容が魅力的に見えるという「閉店

時間効果」などを活用した勧誘が行われていることを示した。(仁平 2006 38 頁) 
菊池聡は悪質商法の手口を分析し、「関連情報を適切に評価しようとする消費者の思

考を妨害し、一定の方向へ誘導するために用いられる多様な心理的コントロール」を示

した。例として、不安や恐怖を強調しておいて解決策を示す感情状態のコントロールと、

人が希少性をもつものを高く評価する傾向、好意には好意で応じようとする傾向、向上

心や自己実現欲求を満たす動機付けをもつこと等の心理的バイアスを利用する手法等

を挙げる。(菊池 2007 192 頁-) 
最近の特定商取引法による取締り事例でも、このような消費者心理をコントロールす

る商法が目立っている。 
まず足がかりを得てから商談に入る技術としては、前述のアンケート依頼によるもの

                                                  
11アメリカの心理学者ジェリー・マッギー(McGhee)は 1983 年の論文「高齢消費者の被害に

あいやすさ」で、住宅リフォーム、健康関連商品・サービス等について述べ、高齢者が被

害にあいやすい理由として、健康と自立の喪失に対する恐怖、知識の不足等を挙げた。 
(仁平 2006 47 頁) 
12 たとえば 2008 年 3 月に特定商取引法違反で業務停止命令を受けた㈱トーショウは、「タ

ダで物をあげる」等と言って消費者を販売会場に誘引し、医療機器でない機器を「糖尿病

に効く」「高血圧にいい」等と告げて販売した。同社との契約関係が確認できた消費者の平

均年齢は 75 歳、最高齢は 94 歳だった。経済産業省

<http://www.no-trouble.jp/u/pdfs/080327ts.pdf> 
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のほか、いわゆる「点検商法」がある。耐震リフォームや浄水器の訪問販売で、家の耐

震性や水道水の安全性を無料で点検するとして家に入る手法である。 
不安や恐怖を強調しておいて解決策を示す手法の例としては、上記の「点検商法」の

耐震リフォームや浄水器の訪問販売で、「このままだと今度地震が来たら家が倒れる」13

「このまま飲み続ければ病気になる」14等と言って不安をあおる手法がみられる。若者

をねらったエステのキャッチセールスでは、本人の顔の画像を機械に入力し、しわやし

みだらけになった将来の顔の予想を見せて、「今から何らかの手を打っておかないと間

に合わない」と言って勧誘していた。15資格教材の電話勧誘販売では、まず以前受講し

た講座が終了していないと信じさせ、やめたいという消費者に、新しい教材を買えばや

められるとして契約させる手法が多数みられた。16 
好意や向上心、自己実現欲求を利用する手法は、「がんばって稼げばビッグになれる」

「一緒に夢をかなえよう」等として勧誘したマルチ商法にみられる。17人間に対する信

頼感と向上心にあふれた学生がこのようなマルチにはまり、被害認識もないまま友人も

失い、人間として成長すべき学生時代を無駄にする場合がある。希少性を利用する手法

は「今だけ入会金が無料」として勧誘した外国語学校などに見られる。この外国語学校

の例では、同じ勧誘はいつでも行われており、また、解約する時は入会金は返金されな

かった。18「今だけ入会金が無料」は、人が希少性を高く評価する心理バイアスを利用

した勧誘のための不実告知であった。 
これらの悪質事業者は、必ずしも自ら心理学を学んだわけではない。多くの悪質事業

者の手法には共通性があり、どこかで作られた勧誘マニュアル、営業トークの研修等の

手法が、その後の勧誘成功経験などにより、より巧緻さを加えられながら広がってきた

可能性が高い。 

                                                  
13 経済産業省 2005 年 8 月、住宅リフォーム工事の訪問販売の西日本基礎㈱に対する業務

停止命令<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/houshikkou/reform050810.pdf> 
14 経済産業省 2006 年 10 月、整水器、浄水器等の訪問販売のサンライズコーポレーショ

ン㈱に対する業務停止命令

<http://www.meti.go.jp/press/20061027003/tokutei-press-release.pdf> 
15 経済産業省 2007 年 8 月、エステティックサービス、化粧品、サプリメントの訪問販売、

特定継続的役務提供の㈱ヴィーナス等に対する業務停止命令

<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/070808vn.pdf> 
16 経済産業省 2006 年 9 月、ビジネス教材の電話勧誘販売のジャパンリーディングエンタ

ープライズ㈱に対する業務停止命令

<http://www.meti.go.jp/press/20060928009/press-release.pdf> 
この手法の場合、資格講座受講者の名簿が出回っていたとみられる。「以前の講座が終わっ

ていない」は、不実告知である。 
17 経済産業省 2007 年 11 月、浄活水器、化粧品、健康食品等の連鎖販売取引の㈱ドリー

ム・オブ・トータル・コミュニケーション等に対する処分

<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/071122dtc.pdf> 
18 経済産業省 2007 年 6 月、語学教室の特定継続的役務提供の㈱ノヴァに対する処分

<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/070613nova.pdf> 
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なお、交渉術については、米国では心理学のほかビジネススクールでも研究され教え

られてきている。19交渉術は、一般的には取引費用を削減し問題を回避して社会全体の

利益を増進する可能性も期待できる。20しかし、その一部は、悪質事業者の勧誘に使わ

れている場合もある。 
 

④ 社会学からみた悪質事業者の交渉力 
社会学の知見からは、「関係性検知を核とした社会的知性」を持つ人々の特性が、悪

質業者に利用されている可能性を指摘できる。「関係性検知を核とした社会的知性」は、

比較的小さな集団の内部で暮らす場合には優位性があった社会行動の様式を導く知性

である。この知性を持つ人は、集団主義社会で相手の行動を予想するために、相手が自

分との関係をどう考えているかを検知して世の中を渡る。表情やそぶり、声の調子など

から人間関係を検知して相手と関係する人々が、小さな集団内の人間関係を重視する伝

統的な日本社会では優位性を持ってきた。21 
悪質事業者は、狙った消費者に、まず優しい表情や声で、自分が相手に好意を持って

いると信じさせる。その上で営業を行うことにより、必ずしも論理的でない営業トーク

でも、事業者の好意を信じた消費者を騙すことができる。これは、「関係性検知を核と

した社会的知性」を利用した手法と考えられる。 
前述の米国の心理学者マッギーは、米国の高齢者が被害にあいやすい理由のひとつと

して、高齢者は商取引を人間関係の文脈で考える傾向が若年層よりも強いことを挙げた。

仁平義明はこれを受けて、「高齢者は商取引と社交的な人間関係をしばしば混同する。

日本でも、高齢者に対して親切を装った関係をつくることから入る消費者詐欺はよく報

告される。」とする。(仁平 2006 47 頁) 
高齢者の被害は事実だが、商取引と人間関係の混同は、少なくとも日本においては高

齢者に限られずみられる。これを悪用した商法で典型的なのは、相手の恋愛感情を利用

してアクセサリーなどを買わせる「恋愛商法」や、まずただで物を配ってから高価な羽

毛布団などを買わせる「催眠商法」である。マルチ商法では、勧誘者が「私ががんばる

                                                  
19 心理学関係の文献としては(Chialdini2001)、ビジネススクール関係の文献としては

(Fisher,Shapiro2005)が挙げられる。 
20 例えば(太田、草野 2007)は、法的な紛争の交渉による解決について、事例を交えて解説

している。 
21 (山岸 1999)は、「関係性検知を核とする社会的知性」を持つ人は孤独感が高いとの実験

結果を紹介する。この孤独感も、悪質事業者に悪用される場合がしばしばある。このよう

な「関係性検知を核とした社会的知性」に対して挙げられているのが、相手の立場に立っ

て相手が直面している状況を理解する「人間性検知を核とする社会的知性」を持つ人々で

ある。このような人々は、相手が商品や役務の販売を業として自分を勧誘しているという

状況を含めて、相手の人間性を検知しながら営業トークを聞くため、悪質商法の被害に比

較的あいにくい可能性がある。 
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から」22と言う等、既存の人間関係を利用した営業手法による説得がみられる。断ろう

とすると「にらみつけるようにして語気を強め」るなどして契約させる場合もある。23商

品先物取引の悪質な勧誘でも、まず相手に自分を信頼させるところから始める手法がみ

られる。 
このような勧誘を行う事業者は、これに騙されやすい特性を持つ人を知ることが利益

につながる。一度悪質商法の被害にあった人のところに、次々に様々な悪質事業者が勧

誘に訪れたり電話をかけたりする事例は多い。被害にあいやすい人のリストが悪質事業

者の間で流通している可能性が高い。 
確かに、今世紀初めにかけて消費者相談の件数が増加したのと同時に、悪質商法の事

業者は交渉力を増してきた。 
 

(3)消費者取引の構造 
① 多様な事業者と消費者 

しかし、悪質商法の事業者が交渉力を増してきたことをもって、事業者対消費者の力

関係がより事業者に偏ってきたと一般的、全体的に言えるわけではない。 
消費者と事業者の力関係では、消費者が弱く事業者が強くなった場合ばかりではない。

キッコーマン㈱お客様相談センター長の滝田章は、企業の消費者対応の重要性が増した

ことに関する文章の中で、以下のように指摘する。 
「現代においては消費者にとって、企業の消費者対応部門の存在は当然のことであり、

むしろ 24時間、365日受付対応を求める声さえ高まってきているのが現状である。

一昔より以前であれば、消費者が企業に電話をし、とくにクレームを申し立てると

いうことは、それなりに十分な根拠を要し、理論的な申し出展開に自信があって初

めてできることであり、一般的にはかなり敷居の高い行動であった。しかしながら

現代においては、そのようなハードルはなく、むしろきわめて日常的な行動の１つ

として考えられ、行動されるようになってきている。」(滝田 2007 69 頁) 
ここで描かれているのは、事業者に対して以前より発言力を増した消費者の姿である。 
企業関係者には、「消費者の力が以前より強まり、事業者に対する要求水準が上がっ

ている」と感じている人が多くみられる。このような人の相当数は、以前よりも消費者

本位の対応をしなければならないと考え、行動している。 
企業の消費者対応関係者の集まりである社団法人消費者関連専門家会議(ACAP)は、

2003 年に作成した｢消費者対応部門の進化度合いをチェックするためのマトリックス

表｣を 2006 年に改定した。このとき、消費者対応部門の重要性が高まったことに触れ「消

                                                  
22 経済産業省 2007 年 8 月、インターネット端末機の連鎖販売取引のユナイテッド・パワ

ーに対する処分 <http://www.meti.go.jp/policy/consumer/070810up.pdf> 
23 経済産業省 2007 年 11 月、健康美容機器、健康食品の連鎖販売取引の㈱サンヨーメガ

に対する処分 <http://www.meti.go.jp/policy/consumer/071128sm.pdf> 
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費者対応部門の機能自体は基本的に変わるものではないが、果たすべき役割の項目は増

加している。」とした。24ACAP は、2007 年 4 月に「ACAP 研究所」を設立し企業の消

費者啓発の取り組み等に関する調査を行うなど、その活動を強化した。25 
消費者をステークホルダーの重要な一部として含む「企業の社会的責任(CSR)」や「コ

ンプライアンス経営」の議論や取組も、以前より活発化している。松本恒雄は、「企業

のステークホルダーとしての消費者―消費者政策の第三の波と CSR―」で、ISO(国際

標準化機構)の議論などを解説した。(松本 2007)田中宏司は、2000 年の雪印乳業の低脂

肪乳等による食中毒と三菱自動車のクレーム隠しを事例として取り上げ、信頼回復に向

けた事業者の取組を紹介した。(田中 2006) 
企業経営者等が役員となって 1997 年に設立された「経営倫理実践研究センター」は、

機関誌の発行やセミナー等の活動を行っている。26このセンターの会員企業の倫理担当

責任者を対象として 2007 年に行われたアンケート調査によれば、企業不祥事問題化の

背景の一つとして挙げられた「企業を見る消費者の目が厳しくなっている」について、

46%が「強くそう思う」、50%が「そう思う」、4%が「一部そう思う」と答えた。(経営

倫理実践研究センター2007 45 頁)27このセンターの福原義春理事長(㈱資生堂名誉会長)
は、以下のように述べた。 

・ 「バブル期とその崩壊後の企業行動を現象的に眺めていると、とても企業経営

の考え方や姿勢に倫理的価値を求めることは無理なことではないかと私でさえ

思うことがあった。」 
・ 一方最近では、「ビジネスとエシックスというある意味では相反するものが矛盾

なく共存して新しい価値を創るということが僅か 10 年の間に当り前のように

実現してしまったのだ。」(福原 2007) 
ブランド価値を重んじる一部の企業の考え方ではあるが、十年前と比べると、「事業

者に対して消費者の力が弱まった」と仮定した場合に想定される事業者の考え方の動き

とは、逆の方向に変化したことがわかる。 
極端な例では、消費者として事業者にクレームをつけて、例えば買った商品に問題が

あったとして代金返還と賠償を求める等の、クレーマーの増加も指摘される。クレーマ

ーの増加に伴い、数々の対策本が出版されている。大阪府警退職後、大手流通会社で渉

外担当を務める援川聡は、以下のように述べた。 
「・・・トラブルのひとつに、クレーマーの増加があります。・・・昔はいい神様、

つまり一般のお客様がほとんどで、たまに貧乏神のように悪いことを企むお客様が

                                                  
24 ACAP <http://www.acap.or.jp/kigyou-dantai/syupan-annai/matrix.html> 
25 ACAP <http://www.acap.or.jp/taigai/news-release/img/nr2007-2.pdf> 
26 経営倫理実践研究センター <http://www.berc.gr.jp/index.html> 
27 なお、問の文は、「企業不祥事が問題となって結果的に経営姿勢が問われる背景は何だと

思いますか」である。回答項目には、本文に挙げた消費者の目のほかに、経営慣行と社会

常識のずれ、法律の厳格化等が挙げられている。回答数は、50 である。 
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現れる程度でした。しかし今では、いい神様のはずなのに社会のストレスで、難し

い神様、つまりクレーマーに豹変してしまう人がたくさんいるのです。」(援川 2007 
1-2 頁) 

消費者と事業者の区分が不明瞭な場合も増えてきた。 
たとえば 2005 年頃、高齢者が経営する小規模な商店や寺、教会などを訪問し、屋号

等で高額の電話機リース契約をさせ、「消費者契約ではないからクーリングオフできな

い」とする悪質商法が多数みられた。このため、2006 年、経済産業省は「屋号等での

契約でも実態として個人用・家庭用の使用であれば特定商取引法の対象になる」という

解釈通達を出した。28 
また同じころ、インターネットのオークションでは、実態上事業者とみられる多量、

多数回の取引が、個人として行われる例もみられた。このため、2006 年、経済産業省

はこれ以上の取引を行うと販売事業者に該当すると考えられる数量について、ガイドラ

インを出した。29 
したがって、事業者に対して消費者の力が弱まったと一般的に論じることは、消費者

取引の実態を必ずしも正確に反映しない。事業者も消費者も多様化した。 
では、なぜそうなったのか。 

 
② インターネット通販の「囚人のジレンマ」 
 取引ではそもそも、取引主体が利己的に行動すると、相手を裏切る結果となる可能性

がある。以下では、まずインターネット通信販売の取引をゲーム理論の手法で検討する。 
 インターネット通販を例にとって、この取引の利得構造を見る。 

A さんはインターネットで、市価 5,000 円の CD を 4,000 円で売るという B さんから

買おうとする。A さんはこの CD に 5,000 円分の価値があると感じているからである。

B さんは、その CD を 3,000 円で仕入れている。B さんがこれを 4,000 円で売りたいの

は、B さんにとってその CD は 3,000 円分の価値しかないからである。 
ここで、両者は同時に代金や品物を相手に送付する契約をするものとし、モール運営

事業者等は存在しないと仮定する。また、商品の送付運賃等の取引費用は捨象する。 
 それぞれが取引相手と協力する(契約を守って代金や CD を相手に送る)か、裏切る(契
約を破って相手に何も送らない)かによって場合分けする。当初は A さんが 4,000 円、B
さんが 3,000 円で仕入れた CD を持っていたとして、事後に各人が保有する価値を千円

単位で示すと、以下のようになる。各欄内の数字の左が A さん、右が B さんの保有す

る価値である。 
 

                                                  
28 経済産業省<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/press/051206houdouhappyou.pdf> 
29 経済産業省「消費者安心ガイド」

<http://www.no-trouble.jp/search/rules/pdf/auctionguideline.pdf> 
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     B さん  
協力 裏切 

協力 5,4    0,7 A さん 
裏切     9,0    4,3 

 
   同じことではあるが、この契約による各人の利益と損害を、最初持っていた価値から

の増減表すと、以下のようになる。 
 

     B さん  
協力 裏切 

協力 1,1   -4,4 A さん 
裏切     5,-3    0,0 

 
一度だけの取引であれば、双方とも、相手を裏切ることが、それぞれの利益を最大化す

る。すなわち、買い手の A さんは、B さんが商品を送る場合も送らない場合も、代金を

送らない方が取引後の手持ち価値が多い。売り手の B さんは、A さんが代金を送る場合

も送らない場合も、商品を送らない方が取引後に保有する価値が多い。この結果、双方と

も相手を裏切れば、取引は行われない。 
取引が行われる場合に比べれば、A さんも B さんも、契約を守らないことによって損

をする。しかし、その状況から自分だけ行動を変えて契約を守ると、もっと損になる。こ

のため、相互の信頼関係がなく話し合うこともない取引では、どちらも行動方針を変えな

い。 
これは、それぞれ独房に入って話し合うことができない二人の囚人が、協調して黙秘を

続ける方が得になるにもかかわらず互いに相手裏切って自白する結果に陥る「囚人のジレ

ンマ」と同じ構造である。30A さんと B さんの取引は、以下のように、囚人のジレンマの

二つの条件を満たしている。 
条件１ 四つの値の順番:一方的に裏切るときの利益が最高で、裏切られるときが最低。

協調しあうときの利益は、裏切りあったときより大きい。 
   A さんにとっては、5>1>0>-4 
      B さんにとっては、4>1>0>-3 

                                                  
30 典型的な囚人のジレンマとして挙げられるゲームの利得表は、以下のとおりである。 

   横プレイヤー  
協調 裏切 

協調 3,3 0,5 縦プレイヤー 
裏切 5,0 1,1 

(Axelrod 1984) 8 頁 
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条件 2 協調しあうときの利益は、一方的に裏切ったときと裏切られたときの平均より

大きい。 
   A さんにとっては、1>(5-4)/2 
   B さんにとっては、1>(4-3)/2 

   
③ インターネット通販の消費者問題 

現実にも、インターネット取引の増大とともに、インターネットを使うオークションに

関する問題や悪質商法が増大した。(図 5)例えばインターネット通信販売では、「代金を送

ったのに商品が届かない」「届いた商品は広告されていた物と違っていた」等の苦情が相

当数あった。(図 6) 
 
 (図 5) インターネット取引の問題31 

 
 

 (出典)  2007 年 2 月 産業構造審議会消費経済部会・割賦販売分科会合同委員会資料 

                                                  
31 経済産業省ホームページ 

<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/sankoshin/sk_bukai/070216/siryou5-1.pdf> 
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             (図 6)インターネット販売等の苦情の内容 

 
(出典)  2007 年 2 月 産業構造審議会消費経済部会・割賦販売分科会合同委員会資料 

 
④ 消費者取引にみられる類似の構造 

インターネット通信販売のみならず、他の通信販売でも、正式の法人名を隠して広告内

容と異なる商品を販売するなど、取引相手を裏切る行動がみられる。その背景には、取引

の一方が相手を裏切ることで利益を得られる「囚人のジレンマ」構造がある。特定商取引

法違反の行政処分でも、たとえばチラシや雑誌広告で偽りの健康増進や痩身効果を広告し

た健康食品や雑貨類の通信販売が、何社も業務停止命令を受けている。 
通信販売以外の特定商取引法対象取引である訪問販売、電話勧誘販売、特定継続的役務

提供、連鎖販売取引、業務提供誘引販売取引でも、類似の構造が考えられる。訪問販売事

業者には、消費者を裏切って無価値又は代金に比べて非常に価値が低い商品やサービスを

渡すことで利益を得ている事業者があり、消費者の苦情も、たとえば悪質訪問販売リフォ

ームなど、相当数ある。訪問販売では、自宅を不意に訪問されその場で代金を支払う消費

者側に裏切りの機会は乏しいが、論理的には、例えば学習教材を契約して商品を読んで利

益を得て、内容に問題がないにもかかわらずクーリングオフする可能性も、ありえないと

はいえない。 
電話勧誘販売も、訪問販売と類似の構造にある。特定継続的役務提供、連鎖販売取引、

業務提供誘引販売取引には、事業者が消費者を裏切る可能性を高める方向で契約形態を編

み出した商法も相当みられ、消費者が事業者を裏切る可能性は限定される一方、事業者が

消費者を裏切る可能性がより拡大している。32 
いずれにしても、特定商取引法対象の取引は、買い手の裏切りが困難で売り手の裏切り

が容易な方向で偏在する場合が多いが、「囚人のジレンマ」の構造を持つ。これ以外の消

                                                  
32 特定商取引法の概要と 2006 年度までの主な法令違反・行政処分、及び市場の規範の一般

向け解説については、(谷みどり 2007)に記載。 
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費者取引、すなわち消費者が取引の少なくとも一方である取引においても、情報が不十分

で相互の交渉も行いがたい中で取引の一方が相手を裏切ると利益が得られるという「囚人

のジレンマ」に類似した状況が多少なりとも想定できる場合は、少なくない。 
消費者取引は、情報の交流や取引者間の交渉が乏しく、金額が比較的小さいこともあっ

て裁判による事後的な被害回復が困難である。これは、より多くの情報が交流され、相互

の交渉機会もより多く、「裏切り」があれば裁判その他で報復することがより容易な事業

者間の取引と比較して、消費者取引に特徴的な傾向である。 
しかし、「囚人のジレンマ」の構造を持つ取引でも、多くの消費者取引では、相手を裏

切らないという前提で、売り手、買い手双方の利益になる取引が行われてきた。ここで、

個々の当事者から見れば裏切ることに利益があるにもかかわらず相互の協力をもたらす

力の源を、「市場の規範」と呼ぶことにする。 
消費者取引が正常に行われるためには、「市場の規範」が必要である。消費者問題の原

因として、この「市場の規範が弱まった」ということがあるのではないか。第二部で、こ

れが正しいかどうかを検討する。 
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<第二部 市場の規範と消費者問題> 
 

3.「市場の規範」とは 
(1)「市場の規範」に含まれるもの 

第一部では、消費者問題の動向と消費者取引の構造を概観し、悪質商法の事業者が交渉

力を増したことをもって「事業者に対する消費者の力が弱まった」と一般的に論じること

の問題点を指摘した。また、消費者取引は、一般的には取引相手との情報交流が事業者間

の取引よりも少なく「囚人のジレンマ」構造があることを示し、それにもかかわらず相互

の協力をもたらす力の源を「市場の規範」と呼ぶこととした。 
第二部では、この「市場の規範」が弱まった可能性について検討する。まず、「市場の

規範」の内容に何が含まれるか考える。 
 

① 強制する規範 
「個々の当事者から見れば相手を裏切ることに利益があるにもかかわらず相互の協

力をもたらす力」としてまず考えられるのは、民事訴訟での敗訴や刑罰の執行である。

この力の源である「市場の規範」は、民法などの「強制する規範」である。これらは、

相手を裏切る場合のコストを増加させることにより、相互協力の有利性を増加させる。

法の中で、国民の権利義務を規定し、行政、警察、裁判所により履行が強制される部分

である。 
また、法以外の商習慣が裁判規範等として公的に強制される可能性もある。藤田友敬

は、商慣習など私的に形成された規範が裁判規範として強制される場合について分析し

ている。33 売り手と買い手の共通の商慣習が形成されにくい消費者取引では事業者間ほ

ど明示的には考えにくいが、裁判が商慣習を全く反映しないとも考えにくい。 
しかし、消費者取引の場合、前述のように、裏切るとすぐに裁判所に訴えられたり負

けたりするわけではない。理論上は、商品やお金を送らないことで刑法犯に問われたり、

民法で訴えられたりする可能性がないわけではないが、現実には、通常の悪質商法で刑

法の詐欺罪の立件は困難な場合が多い。また、通常の消費者取引の金額では、民法の債

務不履行で訴えても、訴訟費用の方が返還される代金よりも高い可能性がある。そこで、

これを補う「強制する規範」として、特別法の規定がある。たとえば消費者契約法には

民事ルール、景品表示法には行政規制、特定商取引法には民事ルール、行政規制、刑事

罰がある。それでも、これらの規定が実際に強制される場合は限定される。 
それにもかかわらず消費者取引は、多くの場合は正常に成立している。したがって、

                                                  
33 (藤田 2006)が、「ソフトロー研究」の中で、主に企業間の取引に関する裁判に関して商慣

習を裁判規範として用いることに関して問題提起した。なお、「ソフトロー研究」は、東京

大学 21 世紀 COE プログラム「国家と市場の相互関係におけるソフトロー――ビジネスロ

ーの戦略的研究教育拠点形成」事務局が発行した論文集である。 
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「市場の規範」には、強制する規範以外が存在すると考えられる。これについて、以下

で述べる。 
 

②経済社会の圧力で守る規範 
強制はされないが、遵守・不遵守によって経済社会から利益・不利益を受ける規範が

ある。本稿では、これを「経済社会の圧力で守る規範」と呼ぶこととする。「圧力」とい

うと遵守しない場合の不利益のみを考えるかもしれないが、本稿ではそれだけでなく、

遵守した場合に評価され利益を受けることも含めて「圧力」と呼ぶ。 
 

a.ソフトロー(狭義) 
国や地方自治体によって強制されない規範に、ソフトローがある。 
ソフトローとは何だろうか。主としてビジネスという側面から行われたソフトローに

関する一連の研究の冒頭に、神田秀樹の以下の記述がある。 
「裁判所でその履行が強制されるような諸規範をハードローと定義し、裁判所でエ

ンフォースされないような規範をソフトローと定義するとすれば、企業が従うよう

な規範には、ハードローだけでなくソフトローも多く見受けられる。そのようなソ

フトローには、倫理や社会規範と呼ばれているものが含まれると考えられる。」(神田

2005 3 頁) 
神田はソフトローの例として経団連の「企業行動憲章」を挙げ、「日本経団連は、企業

行動憲章に従わない企業に対しては、会員からの除名という制裁も与えるようである」(神
田 2005 11 頁)とする。この憲章の第一条は、以下のとおりである。 
「1.社会的に有用な製品・サービスを安全性や個人情報・顧客情報の保護に十分配慮し

て開発、提供し、消費者・顧客の満足と信頼を獲得する。」(日本経済団体連合会) 

松本恒雄は、消費者政策の第一の波が行政規制、第二の波が民事ルールとした後に続

く第三の波として「市場を活用した消費者政策のためのツールとしてソフトローが用い

られる」とし、以下のように解説する。 
「ソフトローとは・・・国家や自治体が定めた法令や規則ではないから、国家権力を

バックにした強制力はなく、自主的に遵守されることによって実現される自主ルー

ルのことである。とはいえ、完全に企業や個人の恣意にゆだねられたものではなく、

それを遵守することによって利益を得たり、遵守しないと経済的不利益を受けたり、

社会的批判をこうむる類いのルールであり、自主行動基準や行動規範(コード)、規

格・基準(スタンダード)、自主規制の仕組み等がここに含まれる。」(松本 2006 159
頁) 

このように、ソフトローは、消費者取引における「市場の規範」の重要な部分を占め

る。ソフトローは、上記の定義に従えば、遵守すれば利益を受け、遵守しなければ不利

益のあるルールに限定されており、「経済社会の圧力で守る規範」である。 
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ソフトローについての「遵守・不遵守で経済社会の圧力による利益・不利益が生じる」

という限定は、社会学や倫理学における「規範」の定義における限定と共通する。社会

学では、規範は正または負のサンクションを伴うものであるとする。コールマンは、「規

範は通常、裁可(sanction)の行使によって執行される。裁可とは、正しいとみなされてい

る行為を実行することに対して報酬を与えること、あるいは正しくないとみなされてい

る行為を実行することに対して罰を与えることである。」とする。(Coleman 374 頁)倫理

学では黒田亘が「行為と規範」の分析の中で、「ここで『規範』と呼ぶのは、たんに規則

であるばかりでなく『掟』という性格をもった規則、社会的な圧力によって維持される

規則のことである。」とする。(黒田 22 頁) 
しかし、通常考えられているソフトローには、経済社会の圧力で守る規範であること

に加え、もうひとつ限定がある場合が多い。松本の引用部分にある「国家や自治体が定

めた法令や規則ではない」という限定である。神作裕之も、「ソフトローという概念は多

義的であるけれども、『正当な立法権限に基づき創設された規範ではなく、原則として法

的拘束力を持たないが、当事者の行動・実践に大きな影響を与えている規範』とする定

義が広く用いられている。」とする。(神作 2005) 
ソフトローの定義は様々であり、「法令ではない」という限定は加えず、「経済社会の

圧力で守られる規範」全体を「ソフトロー」と呼ぶ場合もあるが、本稿では、より具体

的な議論を行うため、立法された規範を除いて考えることとする。ソフトローをこのよ

うに狭義で考えた場合、ソフトロー以外の、正式な立法権限に基づき創設された規範で

も、強制力を持たず、経済社会の圧力で守られるものがある。これについて、以下で述

べる。 
 

b.法の努力義務規定、プログラム規定 
  法には行政処分、罰則や明示的な民事効を伴って強制力を持つ部分以外に、「・・・に

努めるものとする」等の規定により行動の変化を促す部分がある。努力義務規定、又は

責務規定と呼ばれる。このような規定に違反しても、行政処分や罰則はない。法の規定

によって、経済社会の圧力の発生を期待する規範であると考えられる。 
罰則等による強制力を持たない努力義務の規定が社会的圧力により一定程度守られ効

果を生んだ例として、男女雇用機会均等法が挙げられる。1985 年に制定された当時のこ

の法の男女差別をしないための規定は、努力義務で行政処分も罰則もなかった。裁判で

も、「旧均等法の努力義務規定の効果が争われた裁判例では、司法上の効力が否定される

のみならず、公序違反を惹起せしめるかという点についても否定的に解されている。」状

況であった。(荒木 2006 29 頁)34しかし、均等法の出現により、少なくとも官庁や大企

                                                  
34なお、荒木は松本や神作の定義とは異なり、立法のうちの努力義務規定もソフトローの一

つとしている。 
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業では、採用行動において表向きの男女差別はそれ以前より行われにくくなった。35これ

は、法の努力義務規定ができたことによって、男女差別を行った場合に社会から批判を

受ける可能性が増し、官庁や企業が明確な採用差別を回避したためと考えられる。 
  消費者政策の例では、消費者契約法の第三条に、以下のような努力義務規定がある。 

「第三条 事業者は、消費者契約の条項を定めるに当たっては、消費者の権利義務

その他の消費者契約の内容が消費者にとって明確かつ平易なものになるよう配慮

するとともに、消費者契約の締結について勧誘をするに際しては、消費者の理解

を深めるために、消費者の権利義務その他の消費者契約の内容についての必要な

情報を提供するよう努めなければならない。 
２ 消費者は、消費者契約を締結するに際しては、事業者から提供された情報を活

用し、消費者の権利義務その他の消費者契約の内容について理解するよう努める

ものとする。」 

  この規定は、違反したからといって、政府が業務停止命令をかけるなどの執行をする

ことによって直接強制することはできない。しかし、正当な立法権限に基づき創設され

た結果、遵守に対する経済社会の圧力が増したことが期待される規範である。 
基本法によく見られるいわゆる「プログラム規定」も、国が直接に強制するものでは

ない。これも、正当な立法権限に基づく創設により、遵守に対する経済社会の圧力の増

加を期待する規範であると考えられる。斉藤民徒は、「関係者の話し方や考え方を方向付

ける語彙を提供」する「コミュニケーション的な法」について、外国の研究を中心に解

説している。(斉藤 2006) 
消費者取引の分野で「プログラム規定」とされる例に、消費者基本法の「消費者の権

利」の規定がある。この規定は、それまでは事を荒立てないのが普通と考え、騙されて

も法的手段を含む被害回復の行動はとらなかった消費者(正田 1997)に、話し方や考え方

を方向付ける語彙を提供し、被害回復に向けた行動をとるためのする効果が期待できる

と考えられる。 
条例にも、このような規定がある。たとえば東京都の消費生活条例は、前文で以下の

ように述べる。直接の強制力はなくとも事業者や消費者に考え方を方向付ける語彙を提

供し、規範の遵守に向けた経済社会の圧力を促すことが期待される規定である。 

「事業者は、事業活動に当たって、消費者の権利を尊重し、消費生活に係る東京都の

施策に協力する責務を有するものであり、また、消費者は、自らの消費生活において

主体的に行動し、その消費行動が市場に与える影響を自覚して、社会の一員としての

役割を果たすことが求められる。」36 

                                                  
35 それまでは、「採用説明会の参加は男子に限ります」「当省は上級職は女性は採用しませ

ん」「女性の採用は短大卒のみ。大卒の採用は男子のみです」等が普通に堂々と言われたが、

このような表立った差別は減少した。 
36 東京都消費生活条例
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c.国際合意 
ここまでは国内の規範について考えてきたが、国際合意には最終的に強制権限のない

ものが多く、「ソフトロー」という概念は、もともとは国際法や国際関係論で開発された

ものである。(加賀見 2005)斉藤民徒は国際規制の手段としてのソフトローの例として、

OECD の「消費者保護ガイドライン」37を挙げている。(斉藤 2005 4 頁) 1999 年の「電子

商取引における OECD 消費者保護ガイドライン」に続き、2003 年には「国境を越えた詐

欺的・欺瞞的商行為からの消費者保護ガイドライン」が法的拘束力のない OECD 勧告と

して採択された。その後、ガイドラインの実施状況のレポートも発表されている。 
 
③良心で守る規範 

しかし、消費者取引で相互協力を促す「市場の規範」は、国の強制や経済社会の圧力

を伴うものだけではない。以下で、家訓と社内システムの例を考える。 
 

a.家訓の例 
有名な家訓に、近江商人の「三方よし」がある。「近江商人博物館」関係のサイトは、

江戸時代の近江商人の五個荘商人中村治兵衛の家訓「他国へ行商するもの総て我事のみ

と思はず、其の国一切の人を大切にして、私利を貪ること勿れ…」を紹介し、これを「売

手によし、買手によしは常識ですが、これに世間よしを加えたものが『三方よし』です。」

と解説する。(「近江商人博物館」)「三方よし」はその後、流通業等の事業者に引き継

がれ、これらの事業の発展とともに広がっていく。 

「三方よし」は、21 世紀にはいっても、企業活動の説明に使われることがある。小林

陽太郎富士ゼロックス㈱相談役最高顧問は、企業倫理に関する座談会で近江商人に触れ

た。その発言は「日本には昔から近江商人の例(三方よし)もあり、良心的な経営、企業

の社会的責任というのは何も新しいことではない。」と記述されている。(小林等 2007 17
頁)末永國紀は滋賀経済同友会が発表した「滋賀 CSR モデル」を紹介し、近江商人の経

営理念が、日本生え抜きの企業の社会的責任の思想だとした(末永 2004 21 頁)。 

江戸時代の近江の国では、「三方よし」を守らない商人には経済的不利益や社会的批

判があった可能性がある。近江商人の事業の全国的な発展は、近江商人が規範を築き遵

守したことに対する経済社会的利益の発現ととらえることもできるかもしれない。しか

し、少なくとも 21 世紀の日本全体をみると、「三方よし」は、その遵守・不遵守が経済

的利益・不利益や社会的評価・批判に直接につながるような規範ではない。 

この近江商人の家訓のように、一定の範囲の人々に共有され、遵守に向けた経済社会

                                                                                                                                                  
<http://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/jorei/jorei/jyoubun.html> 
37OECD<http://www.oecd.org/document/50/0,3343,en_2649_34267_2514994_1_1_1_1,00
.html> 
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に圧力を伴うものとして発生した規範でも、その後、時間の経過と場所の変化を経て、

現在では経済社会の圧力は乏しくても守られている規範がある。このような意味での

「規範」という言葉について、一般的な用例がある文献を探してみた。 

遵守・不遵守による社会からの利益・不利益に左右されない「規範」として、社会学

の「内面化された規範」がある。コールマンは「規範の内面化」の意味を、「個人が内

面的な裁可行使システムを持つようになり、規範によって禁止されている行為をしたと

きや、規範によって指令されている行為をしなかったときには、そのシステムが罰を与

えること」38とする。これは、守らないと誰に罰せられるわけでもなくても、単に守ら

ないと自分の気持ちが悪いからという理由だけ守る規範といえる。(Coleman1990 
460 頁) 
「内面化された規範」は、あまり一般的に使われる表現ではない。このため、本稿で

はこれを、より一般にわかりやすい、日常に用いられる用語に翻訳して、「良心で守る

規範」と言い換える。39 
 

b.社内システムの例 
「家訓」の現在の姿の一つとも考えられるのが、「社内マネジメントシステム」であ

る。タン・ミッシェルは、先進国の消費者政策の中で位置づけられるソフトローを挙げ

たが、40その中には、企業の社内マネジメントシステムも含まれている。 
社内の苦情対応マネジメントシステムについては、最近、少なくともその一部は ISO

や JIS の標準となり、あるいは経済団体、事業者団体が作成した憲章等や多くの企業が

採用する事実上の基準すなわちデファクト・スタンダードとなって、遵守に向けた経済

社会の圧力が発生している。しかし、規格や憲章等になる前の時点で、又は現在はまだ

そうなっていない内容については、これを守らせる経済社会の圧力は乏しい。 
社内システムは、企業内の人々にとっては、企業という一種の社会の中で遵守に向け

た圧力がかかるものである。しかし、企業をより広い経済社会の構成要素のひとつとし

て考えた場合は、社内システムは経済社会の圧力で守る規範であるとは考えられない。

社内システムは、企業という組織内で内面化された規範、すなわち、家訓と同様の、企

                                                  
38 なお、この考え方は、行動経済学でも用いられている。(友野 2006 370 頁) 
39「良心」という用語は、コールマンが「規範の内面化」を説明する言葉の一つとして使用

している。彼は規範の内面化について「内的な監視システムを作り出す過程は、通常、社

会化と呼ばれる、より大きな過程の一部分である。社会化とは、良心とか超自我とか呼ば

れるものを個人のなかに注入することであるが、私はそれを内面的な裁可行使システムと

呼ぶことにする。」としている。(Coleman1990 461 頁)。 
40 タン・ミッシェルは、ソフトローとして以下を挙げる。(タン 2007) 

(i)  自主行動基準(事業者や事業者団体が運営するもの) 
(ii)  ADR スキーム(PL センター、ビジネス・オンブズマンなど) 
(iii)  企業の社内苦情対応マネジメントシステム 
(iv)  規格(国内、国際) 
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業の良心で守る規範である。 
企業の良心で守る社内システムも、消費者取引が正常に行われるための「市場の規範」

の要素のひとつである。 
 

c.法の努力義務規定の一部 
 正式の手続きに基づいて立法された法律の条文でも、強制もされず、経済社会の圧力

も考えにくい規定がある。 
 消費者基本法の第七条に、以下の規定がある。 
「消費者は、自ら進んで、その消費生活に関して、必要な知識を修得し、及び必要な情

報を収集する等自主的かつ合理的に行動するよう努めなければならない。」 
この規定は、国によって強制されるものではない。また、消費者が知識を習得し合理

的に行動すると消費者被害にあいにくいのは事実だが、そのこと以上に、この条文があ

ることによって、消費者にこれを遵守させるような経済社会の圧力がかかるとは考えに

くい。 
この規定は、消費者が自らの良心で守ることを期待した規範だと考えられる。条文上

も、「自ら進んで」と記載されている。 
 

d.良心で規範を守る理由 
現状では強制されるわけではなく、経済社会の圧力も乏しい規範を、良心で守るのは

なぜだろうか。 
「三方よし」の例からは、過去の経済社会の圧力の影響が今に残って良心として機能

しているという理由が考えられる。これに加えて、一定の規範を守る集団が集団内で共

有する規範を良心で守り、そのことを互いに知らせて信頼し合う文化を持つことによっ

て、集団内で協力することの利益があるという理由もありうる。41「三方よし」も、仲

間の間での信頼と協力が利益につながることにより、近江商人とその系譜に連なる経済

人によって守られてきたのかもしれない。42 

また、近江商人の家訓よりずっと前の時代の影響も指摘される。貨幣経済の発生によ

り消費者取引が生じるより前、狩猟生活の時代に、限られた獲物を分け合うことにより

生き延びる可能性が増大し、協力の規範を持つ部族が人口を増やしたという、生態人類

                                                  
41 人々が協力し合う理由について、米国の小移民集団内の協力に関する規範の研究がある。

協力に関する理論的分析を踏まえ、イラク内のカトリック教徒であるカルデア人が米国に

移民して形成した少数民族集団に特有な協力行動について、実験やヒアリングを行ったも

のである。この研究によれば、共通言語、宗教等の文化を指標として互いに協力しあう規

範を共有する相手を見分け、その小集団内で協力関係を築くことには利益がある。(Henrich, 
Henrich 2007) 
42 ある企業間連携が成功すると予想される理由を一方の企業の経営者が説明した際、両社

とも近江商人の伝統を受け継ぐことに言及したことがある。 
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学の分析である。43 

一方、将来の経済社会の圧力の可能性が影響していることも考えられる。社内システ

ムも、いくつかの企業の成功したシステムがより多くの企業に採用されていけば、その

一部はデファクト・スタンダード、又は商慣習となり、遵守に向けた経済社会の圧力が

働く。44消費者の幅広い支持が経済的圧力になる可能性もある。一般よりも進んだ社内

システムを持つ企業や、所属団体等の規範を超えた「企業の社会的責任」の活動を行う

企業は、将来の経済社会の圧力を予測し先取りしてこれに備え、又は将来の「経済社会

の圧力で守る規範」を率先して作り出すことにより、先行利益を得る可能性がある。 
異なる時代間の関係に加え、異なる地域間の関係もある。たとえば欧州における「企

業の社会的責任(CSR)」の議論の進展が、日本ではまだ経済社会の圧力となっていない

分野でも企業の対応を促している部分がある。近江商人の家訓は滋賀県から全国に広が

ったが、企業の社会的責任の場合は、欧州の市場の規範が日本の市場の規範に影響を及

ぼしている。 
参加者が将来を見越して動こうとする市場もある。たとえば、資本市場である。 
株式市場は、将来を見越して株式を購入し値上がりした後に売却して利益を得ようと

するものである。このため、消費者取引の市場よりも早く、新しい「市場の規範」を予

想してその遵守・不遵守を評価することが、利益につながる。したがって、経済社会全

体に資する規範を他社に先駆けて遵守することにより、経営の質が高いというシグナル

を出し、株式市場での評判を高める効果が期待できる。 
速水佑次郎は、日本の近代化を解説した中で、「明治政府の大蔵官僚を経て、近代産

業のリーダー」になった渋沢栄一が「熱烈な『論語』の崇拝者であり、私利の追求より

国益の促進を実業活動の目標に掲げた」とし、「彼の道徳心に関する評判は、株式会社

の非道徳的経営による株主損失の期待値を低め、株式発行による資金調達コストを低下

させる要因として働いたに違いない。」と論じた。(速水 2000 324 頁) 
最近も、資本市場によいシグナルを出すことの重要性が指摘されている。企業関係の

弁護士である久保利英明は、「近時においては社会的責任(CSR)が企業評価の重要な要因

となった。」とした。(久保利 2007 25 頁)また、社団法人日本経済研究センターの会長

で日本経済新聞社の顧問でもある小島明は、座談会で以下のように述べた。 
「民間企業も含め、これからはもっとパブリックな役割を期待します。・・・その結

果商品がよく売れるとか、評価される、そういう流れの中で買ってやろうかとい

う株主もいっぱいいるでしょう。株主自体もだんだん変わってくるのではない

か。」(小林、小島、水谷 2007 18 頁) 

                                                  
43 生態人類学者 Kalplan、Holl の分析が、(竹澤、亀田 2002 131 頁)で紹介されている。 
44 もちろん、より広く一般に採用されることなどにより、デジュール・スタンダード、す

なわち ISO、IEC 等の国際標準化機関で関係者が合意した標準や、法となっていく可能性

もある。 
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消費者取引の市場ではまだ遵守・不遵守が評価されない社内システムの改善や「企業

の社会的責任」の活動が、投資家との関係でしばしば行われるのは、このためである。

投資家から評価されることが今後広がれば、遵守に関して経済社会の圧力が加わる可能

性がある。これが実現した後は、現在は良心で守っている規範が、調達市場や投資市場

を通じた「経済社会の圧力で守る規範」となることも考えられる。 
将来を見越して動こうとするもう一つの市場として、長期間勤務する前提での求人・

求職の労働市場が挙げられる。将来の規範を先行して作り出す企業は、将来性のある企

業に勤めたいと考えている求職者に対しても、よいシグナルを出している。また、今後

同じ組織で長期間働きたいと考えている従業員に対しても、意欲を高めるシグナルとな

る可能性もある。 
このようにみていくと、事業者の「良心」は、異なる時代や地域における利害に関係

して行動主体の内部に構築された、行動判断の基準であると考えられる。「良心で守る

規範」が守られる理由として、異なる時代や地域における経済社会の圧力の記憶や予想

が働いていることが挙げられる。 

また、消費者が「良心で守る」ことを期待していると考えられる消費者基本法第七条

の規定は、「経済社会の圧力で守る規範」のところで紹介した、関係者の考え方を規定

する語彙を提供したコミュニケーションな法であると考えられる。消費者は、この法の

規定によって規範の存在とそれを守ることが自らを含む国の利益になることについて

のコミュニケーションを受け、それに納得すればこの規範を良心で守ることになる。 

なお、良心で規範を守る理由を行為者の内面から見ると、相手を信頼するから協調す

るということも考えられる。正村俊之は、社会学の秩序と規範についての記述の中で、

「信頼が芽生えると、信頼された者は、相手の信頼に背きにくくなる。相手を裏切った

ほうが自分の利益になったとしても、なかなか相手を裏切れない。」とする。(正村 2007 
137 頁)石川博康は、信頼と社会規範との関係に関する社会学等の研究を紹介している。

(石川 2005)このような「信頼感」も「内面化された規範」が行動に与える力の原動力、

すなわち良心にとって重要であり、「市場の規範」と関係している。 
 

④「市場の規範」の内訳の相互関係 

「強制する規範」、「経済社会の圧力で守る規範」、「良心で守る規範」の区分は、連続

的なものである。法による強制も、条文ごとに執行の度合いは異なり、どこまでが本当

に強制される部分か、必ずしも明確ではない。「経済社会の圧力で守る規範」も、その圧

力の有無や程度は、簡単には見極められない。「良心で守る規範」でも、異なる時代や地

域や市場などで、経済社会の圧力が関与している部分もある。 

また、強制される部分の遵守にも経済社会の圧力はかかり、ソフトローの遵守にも行

為者の内面、すなわち良心は影響する。本稿での用語法は、以下のように整理する。 

・「強制する規範」というときは、この規範を経済社会の圧力や良心で守る可能性は排
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除しない。 

・「経済社会の圧力で守る規範」というときは、強制される規範は除くが、この規範を

良心で守る可能性は排除しない。 

・「良心で守る規範」というときは、強制はされず遵守に向けた経済社会の圧力も働か

ない規範のみを指す。 

いずれにしても、法律さえ守れば市場の規範を守っているということにはならない。

久保利英明は、「Compliance は本来工学的用語であり、その真意は『加えられる力に応

じて変化し撓む柔軟性のこと』である。」とし、「社会・消費者・株主など会社の外の存

在からの要請・期待に応えることであり、法令遵守はその一態様に過ぎない。」とする。

(久保利 2007 18 頁)郷原信郎も、コンプライアンスは単に法令を守ればよいということ

ではないことを強調している。(郷原 2007)コンプライアンスは、「法令遵守」と訳すので

はなく、「規範遵守」と訳すべきである。 

  これらを踏まえて「市場の規範」を分類し図示すると、以下のようになる。 
 
       (図 7)  市場の規範の創設方法と遵守手段 
 

創設方法＼遵守手段 強制 経済社会の圧力 良心 
立法   A    C   E 
立法以外   B    D   F 

 
A  法のうち、行政処分や罰則を伴う規定と、裁判で履行が強制される民事ルール 
B  商慣習が裁判で強制される可能性 
C 法の努力義務規定、プログラム規定、批准手続きを経た国際法の一部 
D 自主行動基準、規格等のソフトロー(狭義)、批准手続きを経ない国際合意等 
E  法の努力義務規定の一部 
F 家訓、社内システム等 
 

 (2)「市場の規範」構築に関係する文献 
「市場の規範」があることによって、正常な取引が行われ、事業者、消費者の利益が

増える。「市場の規範」は、経済の発展に欠かせない、一種の公共財である。 
では、市場の規範はどのようにして築かれるのか。様々な学問分野に、これに関係す

る研究がある。このうち社会・人文科学関係に対象を限定し、市場の規範構築に関係す

る主要文献と考えられるものから、必要な部分を抽出する。なお、製品安全については

工学関係の研究も多く、消費者問題は家政学で研究され、消費者教育は教育学でも研究

されており、消費者政策の検討には本来重要な部分であるが、論点をある程度絞るため、

ここでは扱わない。 
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また、以下の各分野では、必ずしも「規範」という表現ではなく、別の表現で関連し

た事項が論じられている場合がある。これらの表現(「礼」、「行動の規則性」、「制度」、「ソ

ーシャル・キャピタル」、「秩序」)と本稿の「市場の規範」の関係については、別添に記

載した。 
 

① 理論からの分析(ゲーム理論と経済学、社会学、政治学、行政学、倫理学、法学) 
取引が繰り返される場合は評判を気にして契約を守るが、一回だけの取引なら相手を

裏切る傾向があることは、古くから指摘されてきた。アダム・スミスが 18 世紀に行っ

た授業のノートにも、このような内容の記録がある。45ゲーム理論は、この傾向を理論

的に分析し相互協力に至る条件を明示することを可能にした。 
ゲーム理論により、一回だけのゲームなら互いに裏切ることが最適な「囚人のジレン

マ」でも、ゲームが繰り返される場合は相手と協力する可能性があることが証明された。

経済学関係では、繰返しゲームで相手と協力する原因の一つに、評判の影響があること

が示された。46 
エリク・ポズナーは、取引関係者がとりあえず商品や代金を送ることによって自らが

善良な人間だというシグナルを送り、その結果利益を得ようとしているとした。また、

この中で､国家を含む「規範仕掛人」が、特定の行為をよいシグナルとして知らせよう

とすることに言及した。(Posner2000) 
松井彰彦は、「長期的な関係は協力の達成に貢献する。それは当事者間による相互チ

ェックに頼っているため、しばしば国家が介入する法的な規制よりも確実な方法であ

る。」とし、「法律は当然このような私的な罰則を補完的に支える」と述べた。また、法

や規範は、いくつもある均衡の中でどれを選ぶかについて一定の回答を与えるとした。

(松井 2002 38-39 頁) 

                                                  
45 18 世紀(おそらく 1763 年だとされる)、アダム・スミスが道徳哲学の教授として行った講

義のノートには、以下の記述がある。 
「業者は評判をおとすことをおそれているし、あらゆる約束を几帳面にまもる。ある人が

一日におそらく 20 の契約をむすぶとすると、かれが隣人たちをだまそうと努力してえるも

のは、だますように見えただけで失うものに、及びえない。人びとがたまにしか相互に取

引をしないところでは、われわれはかれらが、いくらかだまそうという気持になっている

ことを知っている。なぜならかれらは、抜目のない仕かけによって、そのことが自分たち

の評判を傷つけて失わせうるよりも多くを、手にいれることができるからである。」(Smith 
2005 401 頁) 
46 ロバート・ギボンズは、囚人のジレンマゲームが繰り返される場合の協力について、「評

判モデルを解説した後、プレーヤーの一方が「しっぺ返し」戦略を取る確率が高くなるほ

ど、協力に至る可能性が高まることを示した。(Gibbons 1992 225 頁-) 
なお、ゲームで有名なのが、ロバート・アクセルロッドが主催した「囚人のジレンマ」ゲ

ームを繰り返す選手権である。ここでは、まずは相手と協調し、相手が裏切ればこちらも

裏切るが、相手がまた協調すれば過去は水に流してこちらもすぐ協調するという「しっぺ

返し」戦略が最強だった。(Axelrod 1984) 
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青木昌彦は、正常な取引を行えるようにする「市場のガバナンス」について検討し

た。そして、このガバナンスには私的なものと公的なもの、公式なものと非公式なも

のが同時に作用しているとした。(青木 2003 67,95 頁) 
社会学の「社会的ジレンマ」論は、多数者間の協力の可能性について検討する。山

岸俊男は、多数者間の協力を確保するために有効な戦略として「協力的であると同時

に非協力者を罰する」戦略を挙げた。また、適切な「アメとムチ」が機能せず非協力

者が一定の閾値を越えると社会を協力状態に戻すことが非常に困難になり、強権の発

動が求められるおそれがあるとした。(山岸 1990 168,220 頁) 
政治学では、マイケル・テーラーが、ホッブスの「万人の万人に対する闘争」を囚

人のジレンマを扱ったものとして解釈し、国家の役割を論じた。彼は、繰返しゲーム

での自発的協調に言及し、「政府とその官僚政治、裁判所と警察の下で永く暮らして

いる人々は、それらに頼るようになる。」として国家の介入が自発的協力を衰退させ

る可能性を指摘した。(Taylor1987 10,209 頁) 
行政学では伊藤修一郎が、景観条例を豊富な実例とゲーム理論を用いて分析した。

その結果、「行政指導を中心とした誘導型の景観条例が機能するのは、住民の顔ぶれ

が安定した都市化していない小規模なコミュニティ」であることを示した。(伊藤 2006 
240 頁) 
倫理学でも、類似の観点からゲーム理論が用いられている。黒田亘は、『行為と規

範』で「囚人のジレンマ」に言及し、「正義の規範」がこのような状況に起源を持ち、

そういう場面に生じる葛藤を解決する役割を持ったものではないかとした。(黒田

1992 148 頁) 
法と経済/法社会学でも、ゲーム理論から法や社会規範について論じられている。(太

田 2004  125 頁)ゲームが繰り返される中で、ある戦略をとる主体の数が増え、社会・

集団全体が動いていくプロセスを考える「進化ゲーム」の研究も、経済学、心理学、

生物学など、分野横断的に行われている。(佐伯、亀田 2002) また、藤田友敬と松村

敏弘は、法学者のソフトローの研究に経済学のゲーム理論を生かす目的で、最近の経

済モデルを整理して紹介し、社会規範の生成について分析した。 (藤田、松村

2005,2007) 
太田勝造は、消費者取引をゲーム理論から分析し、訴訟が機能しなくても事業者と

消費者が協力に至る条件があること、取引繰返しが多いほど協力に至る条件の幅が広

いこと、よりよい戦略への転向を増やすことで共存共栄の秩序ができる可能性が高ま

ることを示した。(太田 2001 137 頁、太田 2002 104 頁) 
 

② 人間の経済社会行動の実験(行動経済学/実験経済学、社会心理学) 
リチャード・セイラーは、公共財に関する実験を通じて「人びとは相手方が自分た

ちを利用していることに気づくまで協調し続ける傾向がある。」とし、その理由は協
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調する方が他人からの協調を引き出すほか、他の協調者に取引しようという気を起こ

させていい結果を得るからだとしている。(Thaler1992 26 頁)このような行動経済

学は、「協力的集団は、闘争という淘汰圧に対して非協力的集団よりもより良く適応

した」(友野 2006 366 頁)という、進化論・「文化的群淘汰」とも関連している。 
OECDが2006年に行った「消費者政策のための需要側の経済学ラウンドテーブル」

の指摘を要約すると、以下のとおりである。(OECD2006) 
・ 需要側、特に消費者の行動は、市場の効率性の重要な指標である。うまく機能し

ない市場は、消費者にも負担をかけるが、事業者や経済全体にもコストをもたら

す可能性がある。 
・ 伝統的な経済学は、市場の失敗が消費者の情報の量や質の不足によると見る。行

動経済学は、心理学的な実験等から、消費者が情報を十分与えられてもこれを適

切に使えない場合があることを示す。たとえば、近視眼的判断とこれに矛盾する

判断が共存すること、問題設定のされ方によりリスクのとり方が変わること、情

報過多で選べない場合もあること等である。このことは、新しい政策の可能性を

示唆する。 
規範や相互協力に関する実験は、社会心理学において多く行われている。山岸俊男

は、信頼に関する実験などから、情報の非対称性が信頼性を損なうとし、公的活動に

関する情報開示と意思決定過程の透明化が安心を提供するとした。また、他者の行動

を感知する際、集団内の人間関係に気づく「関係性検知能力」が有利となる集団主義

を脱し、相手が信頼できる人間か見抜く「人間性検知能力」を育成して一般的な人間

関係の信頼を築くことを提案した。(山岸 1990) 
 

③ 人間集団の実態分析(経済学、社会学、商学、経営学) 
経済学のダグラス・ノースは、「制度は取引費用と変換費用を、したがって経済活

動に従事する可能性とその収益性を決定する。」とし、英国とスペインの制度が北米

と中南米に反映された例47を示した。主に実態を記述するもので、政策的な処方箋を

示す部分は少ないが、以下の記述がある。 
「明らかに、世界のどこかに相対的に生産的な制度が存在することと、そうした制

度の成果特性に関する低コストの情報は、成果の貧しい経済にとって変化のため

の強力なインセンティヴである。それが、1989 年における東欧社会の印象的な

変化の真相であったように思われる。」(North1990 154, 156, 183 頁) 
ジョン・ケイは、人々を取り巻く環境が異なった行動を起こさせるとし、「公共善

                                                  
47「合衆国の経済史は、連邦制の政治システム、チェック・アンド・バランス、および所有

権の基本的構造によって特徴付けられてきた。それらは、資本市場の創設と経済成長に不

可欠の長期的な契約を促進してきた。・・・ラテン・アメリカの経済史は、対照的に、スペ

イン/ポルトガルの遺産から受け継がれた集権的、官僚的伝統を永続化させた。」 
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のために働くというアピールに基づいた経済システムでは失敗する。だが利己心は現

在の経済、社会、政治の生活における複雑な制度・・・ に取り囲まれている。それ

らがなければ、・・・個人の強欲に動機付けされる経済は・・・混沌である。」と述べ

た。(Kay 2004 322 頁) 48 
速水佑次郎は、農業経済学・開発経済学の研究の中で、経済発展における共同体の

役割を重視し、長期取引から形成される信頼関係が裏切りを抑止するとともに共同体

内部の協力関係を促進するとした。また、このような信頼関係が道徳的規範になれば、

その社会の取引費用が大幅に節約されるだろうとした。(速水 2000 288 頁) 
世界銀行は「世界開発報告 2002」で、「市場制度の構築」が経済発展に有益である

ことを示し、国、個人、企業等が協力して効果的な制度を構築することを勧めた。そ

の際、「透明性や法の執行を助ける補完的な制度が存在するか」を考慮すべきとした。

(World Bank2002) 
社会学では、ロバート・パットナムが、南北イタリアの社会関係と経済発展の関係

等を研究し、社会関係資本(ソーシャル・キャピタル)が社会的ジレンマを緩和し取引

のコストを下げて個人の生活を改善するとし、教育、職場、都市計画、宗教、文化活

動、政治参加等による信頼とコミュニティの絆の構築を提唱した。(Putnam2000)ま
た、ステファン・ナックとフィリップ・キーファーは、29 か国のアンケート調査で

示された対人信頼度と、各国の 1980 年から 1992 年にかけての経済成長に、正の相

関があることを示した。(Knack, Keefer1997) 
商学の石原武政は、商店街の発展のためにまちづくりの秩序形成を考える中で、法

と規範について論じた。彼は、「先に人々の内部に規範があり、それが対外的視線に

よって外に向けられることによって相互に重なりあうことを確認しあうとき、それが

集団規範となる」「監視の目が集団規範を維持し、人々の内的規範として浸透させて

いく。」とした。また、問題を考える空間が広がり、固有名詞を伴った関係が希薄化

すると規範遵守の意義を確認しにくくなり、規範が希薄化するほど、外的規制が必要

になるとした。(石原 2006 190, 216, 227, 231 頁) 
経営学のジョン・マクミランは、「経済的に成功している国はどれも、市場が円滑

に機能することを可能にする一連の仕組みや手続きを備えている。」とした。必要な

要素として、財産権保護、競争促進、外部効果への対処のほか、信頼関係と情報流通

に触れ、「契約関係は、裁判所に基礎を置くだけでなく、評判をもとにした非公式な

仕組みにも依存している。評判によるインセンティブが機能するためには、情報が流

れなければならない。」として同業組合等の民間組織の役割に言及した。(マクミラン

2007 序、92 頁) 
 

                                                  
48なお、著者はオックスフォード大学等を経て、ロンドン・スクール・オブ・エコノミック

スの客員教授であり、フィナンシャル・タイムズ紙のコラムニストでもある。 
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④ 原理の探求(哲学、政治理論) 
 孔子は論語で、「これを道びくに政を以てし、これを斉(ととの)うるに刑を以てすれ

ば、民免れて恥ずること無し。これを道びくに徳を以てし、これを斉うるに礼を以て

すれば、恥ありて且つ格(ただ)し。」としつつ、「刑罰中(あた)らざればすなわち民手足

を措(お)く所なし」とした。ここで用いられる「礼」は、中国哲学の金谷治によれば

「法律と対して、それほどきびしくはない慣習法的な規範」である。(金谷 1963 
27,173 頁) 
 金谷は論語の解説で、以下のように述べる。 

    「政令や刑罰を、孔子はまったく否定したのではない。『刑罰が適切でなければ、

人民は安心して生きていくことができない』といって、その適切な適用を望む

ことばもあるからである。ただそれらを第一にして政治をとることに、孔子は

反対したのである。政令や刑罰は、いずれも一方的に上からあるいは外から人

民を規制するだけで、決して人民の心服をかちとることにはならないからであ

った。」(金谷 1970 171 頁) 
米国の政治学者ジョン・ロールズは、以下のように述べる。 

「社会的協働は、協働する人々がその行動を規律するのに適切であるとして受

け容れる、公共的に承認されたルールと手続きによって導かれている。」また、

他人も受け入れるなら各参加者も受け入れて当然であるという観念や、「各参加

者の合理的な利益ないし善の観念」を含む。 
「公正としての正義に基づく秩序だった社会では、・・・道理に適っていること、

合理的であること、また他の人々によってそうみなされること、これらを自分

の善の一部に数える市民たちは、自分の善に属する諸理由によって、正義が求

めることをなすように動機づけられるという仕方で、適合しあう・・・」

(Rawls2001 11, 356 頁) 
 
(3) 文献から得られる市場の規範構築過程 

 市場の規範は、どのようにして構築されるものか。これに関連する様々な分野の議論

の中から、共通事項を抽出する。 
 孔子の「論語」は、東アジアの基本的文献として、二千年以上の歴史に耐えて読み継

がれてきた書物である。孔子が生きた春秋時代の中国は小国に分かれていたが、「論語」

は、その編纂が終了したと考えられる漢代以降、元や清という漢民族以外による王朝の

時代も、科挙の出題範囲であり続けた。日本でも、「論語」は指導者層に読み続けられ

た。渋沢栄一は、「余は論語をもって商売上の『バイブル』となし、孔子の道以外には

一歩も出まいと努めて来た」と表明している。(渋沢 1985 再版 186 頁) 
そこで、論語の前述の引用部分を他の議論と比較しながら、共通して論じられる内容

の抽出を試みる。 
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① ゲーム理論による分析との共通項 

マイケル・テーラーが指摘した、国家の過度な介入が繰り返しゲームによる自発

的な協力を阻害するおそれがあることが、孔子の言う「民免れて恥ずること無し」

という状況の説明となる。市場の規範は、まず市場参加者の繰返しゲームによって

構築される。ゲーム理論でシグナリング・評判のメカニズムが働いて経済社会の圧

力が加わる結果、市場の規範が守られるということが、孔子の言う「恥ありてかつ

且つ格(ただ)し」という状況の説明となる。 
ただし、評判のメカニズムなどを通じてゲームのプレイヤーが協力する動機を持

つには、取引の繰返しや正確な情報の伝達などの条件がある。ここから外れた場合

に協力を導くには、利得構造を変えることが必要である。すなわち、刑罰で裏切り

の利得を引き下げなければ、裏切りが相次いで人々の利得が低くなる。これが、孔

子の言う「民手足を措(お)く所なし」という状況の説明である。 
 

② 人間行動の実験との共通項 
人間行動の実験から、政策は、消費者の行動を見極めつつ立案すべきであるとさ

れる。また、経済主体市場の規範は、他の人もその規範を守るという信頼感によっ

て構築、維持される。孔子の主張は、このような議論と通じるものである。孔子は、

法による強制のみに頼らず、「徳」により信頼関係を構築し、「礼」という強制法規

以外の規範を活用すれば、「恥」という経済社会の圧力が働き、人々が「格(ただ)し」

という協力的集団となると論じたと考えられる。 
 

③ 経済社会の実態分析との共通項 
開発経済の分析も、商店街のまちづくりの秩序形成も、経営学が推奨する市場の

設計も、政府以外の共同体が築く規範について考え、これと公的な規制とが互いに

補完する形での発展を考える。これは、共同体の社会規範と国による規制の補完関

係について述べたと考えられる孔子の主張と共通している。なお、孔子は、書物と

いう当時としては最新のコミュニケーション技術によって、信頼とコミュニティの

機能を重視する彼の主張を広く共有させることにより、ソーシャル・キャピタルの

構築を目指したとも考えられる。 
 

④ 原理の中での共通項 
原理の中で比較しても、孔子の引用部分は、ロールズの社会的協働についての議

論と共通の要素を含んでいる。 
まず、主張の背景に共通点がある。 
ロールズの著書は、法が国民の合意によって作られ、高度に使われているという、
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孔子の生きた時代とは対極的な時代に出版された。しかし、法や国家の歴史がまだ

浅かった孔子の時代と、国家が非常に強い帝国主義や中央計画経済の失敗から学ん

だ後の 21 世紀とでは、国家による強制に是々非々で臨む姿勢に、共通点がある。 
また、中国は、「論語」の編纂が完成した漢代以降、政治が大きく変わる中で多く

の場合、世界最大級の国家であり続けた。米国は、移民による新しい国家として建

設され、今は世界最大の経済を持つ。孔子とロールズには、国家と法について普遍

的な価値に基づいた言葉で説明する必要性が高かった国で、知識層に広く読まれた

作者であるという共通点がある。 
このような背景の下、文言にも、共通する考え方を反映した部分がある。ロール

ズが「社会的協働は・・・ルールと手続きによって導かれている」としたことは、

孔子が刑罰の適切な適用が必要としたことと通じる。また、ロールズの言う、秩序

立った社会では人々が道理にかない合理的で他人にもそうみられるよう志向して動

機付けられるということが、孔子が「恥ありてかつ且つ格(ただ)し」と述べたことと

重なる。 
 

⑤ 市場の規範構築の経路 
以上を踏まえ、これらの議論をまとめると、以下のようになる。 
 

a.人々が、信頼感に基づき取引を繰返す 
→市場の規範を自ら創設・遵守し、他人にも遵守に向けた圧力を加える 
b.しかし、a.はうまく行かない場合がある 
→強制も必要 

 
(4)日本の消費市場の規範 
 ここで、日本の市場の規範がどうなってきたか考える。 
島国であり、他国による侵略のない歴史を長年にわたり経験した日本では人口の流動性

も小さく、消費者取引の多くが同一の相手との繰返し取引であった。特に江戸時代、政権

交代のない鎖国状態での期間が何百年も続いたことは、繰返し取引の中で取引相手と協力

するという方針をとる者が有利になる構造を確保し、協力に向けた社会規範の確立を促し

た49。こうして確立した消費者取引の市場の規範は、日本の明治維新や戦後復興において

も大きな力になったと考えられる。 
しかし、経済の発展とともに、特定の相手同士で同様の取引を繰り返す場合が減少し、

一度限りの取引や、取引相手の特定さえ困難な取引も出てきた。これに伴い、限られた集

                                                  
49 山岸俊男は、日本社会にはルース・ベネディクト著『菊と刀』「恥の文化」と形容した特

徴をもつインフォーマルな相互規制があったとし、集団間の移動が極めて小さい社会だっ

たことから、相互監視、規制を強めてきたとした。(山岸 1990 131,135 頁) 
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団内での相互監視で市場の規範を構築、維持することは困難となり、個々の取引参加者の

利益追求行動が全体の利益につながらない取引が増大した。 
経済の発展とともに起きた変化には、以下のようなものがある。 
 

① 商品・サービスの種類の増加 
  ・生産から見ると、商品サイクルの短期化と製品差別化がみられる。携帯電話はその

極端な例で、技術進歩が急速であるため、消費者が同じ商品を二度買うことはまず

ない。例えばパナソニックモバイルコミュニケーションズ㈱取締役の小谷源久は、

商品開発のポイントとして、第一に市場変化に合わせた顧客ニーズの把握、第二に

多くの競合商品の中で選択される特徴の明確化、第三に価格を挙げた。(小谷 2004 
41 頁)第一が商品サイクルの短期化、第二が製品差別化の必要を反映したものとい

える。他の商品も、程度の差はあるが類似の要因により、同一商品の繰返し購入は

減少していると考えられる。 
  ・家計からみると、エンゲル係数の低下と自由な消費の増加がみられる。(八代、鈴木

2005 35 頁-)また、内閣府の家計調査をみると、たとえば穀類でも米や食パンへの

支出が減り、菓子パンへの支出が増えている。収入が増えず医療サービスと携帯電

話料金への支出が増える中で、残る限られた金額が多品種の商品・サービスに支出

されることからも、同一品目の繰返し購入が減少していることが推定される。(内閣

府家計調査) 
   

② 消費者が購入する販売者の増加 
・車の普及に伴い買い物圏が拡大したため、消費者はより多くの販売業者から購入で

きるようになった。一方、中心市街地の駅前商店街など多数回取引の中心であった

顔なじみの店が衰退した。50 
  ・カタログ通販からインターネット通販、携帯通販等、通信販売の媒体も多様化

し、事業者数が増えた。(店舗システム協会 2007 18 頁)インターネット・オ

ークションの進展に伴い、多くの個人も販売者として消費者取引の市場に参入

した。 
・「友の会」等で固定客を維持してきた百貨店も、売上が停滞した。 
 

③ グローバル化 
    上記の「販売事業者の増加」は、グローバル化の進展で一層加速された。これに

ついては、以下のような指摘がある。 
       「消費社会の国際化は、『生産』の場と『消費』の場が国境をはさんで分離したと

                                                  
50 2006 年 9 月に閣議決定された「中心市街地の活性化を図るための基本的な方針」も、「中

心市街地の衰退が進みつつある」とした。 
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ころから始まった。」(境井 2002 25 頁) 
    「・・・情報・通信技術の飛躍的発展・・・の波は、・・・消費者にも荒波となっ

て覆い被さってきた。・・・相手方の確認も困難で、世界的規模で各種のトラブ

ルに巻き込まれやすい。」(鹿野、谷本 2000 はしがき) 
    「・・・外資系通販は、円高に後押しされる形で 1995 年前後に日本市場に多数

上陸した。2000 年には米トイザラスのネット通販会社が、リアル店舗での知名

度を活かし、日本で『トイザらス・ドット・コム・ジャパン』(現在は日本トイ

ザらス)を開設した。グローバル化をビジネスチャンスと見ている通販企業は、

日本にもたくさんある。」(店舗システム協会 2007 128 頁)ただし、外資系通販

企業はごく一部を除いて成功していないとの指摘もある。 
 

上記①②③により、繰返し取引の頻度が低下し、取引相手の識別が困難な場合もでて

きた。すなわち、相互協力を促す状況に該当する取引の割合が低下した。この結果、モ

ラル・ハザードが増え、悪質な取引参加者が増える可能性が出てきた。 
しかし、市場の規範の変化には、タイムラグがある。世間が相互に監視していた昔の

社会で若者時代を送った人々の内面には、市場の規範を守る良心や他に遵守圧力を加え

ようとする意識が作られていた。この人々が社会の中枢であった間は、ソフトローや良

心で守る市場の規範がそれなりに機能していたと考えられる。51このこともあって、20
世紀の間は、法による強制の必要性は薄かった。行政も行政指導を多用し、法執行はあ

まり行わなかった。立法でも、規制緩和が中心的に検討された。石黒一憲は、以下のよ

うに述べる。 
「規制緩和をめぐる日本国内での一方的な風潮の中で、いわゆる”社会的規

制”・・・についても、”経済的規制”と同様のスタンスがとられ、『公共性』も

『安全性』等も規制の理由とはならず、『”消費者保護の安全規制”は競争抑制の

大義名分』だ、などとする極論の吐かれる状況が続いて来た。」(石黒 1998 38
頁) 

 市場参加者も、市場の規範の構築に、あまり活発ではなかった。日本は、統一的な市

場の規範が共有されると考えられる範囲としては、世界で最大級の人口を持つと考えら

れる。52法人数も多い。大きな国の大きな市場では、自分ひとりの行為の効果が感じに

くい。このこともあり、市場の規範を所与と考えて、その構築に主体的にかかわろうと

しない傾向があった。 
市場の規範がこのような変化を遂げる中で、世間の相互監視の中で青年期を送り、世

                                                  
51 米国でも同様の傾向が見られることについて、パットナムが指摘している。

(Putnam2000) 
52 米国では、例えばルイジアナ州とカリフォルニア州で民法が異なる。中国でも、例えば

上海市と全く同じやり方で商売をするとうまく行かない地域は相当ある。日本にも地域間

の差はあるが、これらほど大きくはない。 
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間に信頼感を持つ世代は高齢化してきた。「ソーシャル・キャピタル」の研究で、他人

に対する一般的な信頼感について調査したデータがある。この調査から、年代別の対人

不信度を表すグラフを作成した。(図 8)若い年代ほど、対人不信度が高い。この結果は、

日本人の法意識が世代によって異なり「悪いことをしたらバチが当たる」等の感情は若

い方が低いという研究結果53とも整合的である。 
 

 (図 8) 年代別の対人不信度 

 
(出典) 内閣府経済社会総合研究所が㈱日本総合研究所に委託した調査(2005)「コミ

ュニティ機能再生とソーシャル・キャピタルに関する調査研究報告書」のデータ54か

ら、年齢別に無回答を除く平均値を算出55 
 
米国でも、若年層の方が信頼感が低い傾向がある。パットナムは、米国での多年に

わたる調査の結果を分析し、信頼感が若年層ほど低い傾向は、年齢を重ねるにつれて

信頼感が増すということではなく、世代による違いであることを示した。また、この

世代による違いは、どのような時代に青年期を過ごしたかによって生じたことによる

とした。(Putnam2000 165,317,318 頁)この指摘が日本にもあてはまるとすれば、

                                                  
53 1982 年に発表された日本文化会議編の調査が紹介されている。(松村 2004 25 頁) 
54標本数は 3000 で、標本数が最も少ない年齢層は 70 歳以上の 16 であるが、20 代から 50
代の五歳ごとの標本数は、それぞれ 100 以上ある。 
55グラフの縦軸の数字は「あなたは、一般的に人は信頼できると思いますか?それとも信頼

できないと思いますか?」という問いの答えで、1 が「ほとんどの人は信頼できる」、9 が「注

意するに越したことはない」、5 が「両者の中間」としたアンケートへの回答の数字を年代

別に平均したものである。年齢は、一番左が 15 歳から 19 歳、一番右が 70 歳以上、その間

は五歳ごとの区切りである。20 代、30 代の平均はそれぞれ 5.9、50 代、60 代の平均はそ

れぞれ 5.1、70 歳以上の平均は 4.1 である。 
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今後、仮に他の事情が一定であったとしても、時がたつにつれて現在の若年層が社会

の中枢になっていく中で、社会の信頼感は低下することになる。そうなれば、他の事

情が一定であれば、市場の規範も弱まっていく可能性が高い。 
公共財の提供についてその集団の構成員が協力するためには、協力すれば自分の利

益になり協力しなければ不利益になるという「アメとムチ」が一定以上必要という、

多数者間の繰返しゲームによる分析がある。これによれば、当初適正な「アメとムチ」

で協力が達成されていた集団で、何らかの理由で「アメとムチ」がなくなった場合、

限界量以上の非協力を放置すれば、それまで協力してきた人々も協力しなくなる。手

遅れになって非協力行動が限界量を超えてしまうと、当初を大きく越える強い「アメ

とムチ」を導入しなければ、協力関係は元に戻らない。(山岸 1990  220 頁)56現状が

放置されると、日本全体で善良な事業者が悪質な事業者に転換していく可能性がある。 
 日本の消費市場は、全体としては決して悪化したわけではない。消費者の選択肢は

増加し、利便性の向上も著しい。過去の市場に戻ろうとすることは適切ではなく、可

能でもない。重要なのは、消費者取引の急激な変化を認識し、これに対応して市場の

規範を構築することである。 
 

4.悪質商法と市場の規範 
   これまで「市場の規範」一般についてみてきたが、ここからは、悪質商法について

考える。 
(1) 市場の規範低下がもたらす悪質商法 

昔、近所の米屋、八百屋、魚屋など馴染みの相手と限定された品目取引を繰返す中で、

市場参加者の間に世間が持ちつ持たれつの構造にあるという認識が生まれた。ひどい裏

切りと考えられた行為には村八分という厳しい制裁も執行され、相手を裏切らない市場

の規範が構築されて、悪質な勧誘などの行為が排除された。このような社会では市場の

規範を遵守する事業者が評価されてシェアを伸ばし、規範の一部は家訓等として内面化

され、経済社会の圧力によらなくとも良心で守る規範となった。 
しかし、消費者が多様な財を広範な事業者から購入するようになり、事業者もお得意

様相手の商売でなく広範な顧客を対象とする中で、長期的な取引関係が減少した。「世

間」の相互監視も薄れ、取引相手の素性もわかりにくくなった。この結果、消費者の選

択肢が増えて便益が増進された部分もある一方、市場の規範を守らなくとも不利益を被

らない可能性が高まった。このような状況は市場の規範を弱め、悪質商法が増える要因

となった。 

                                                  
56この元となるのは、Shelling が 1978 年に示した「臨界量(critical mass)モデル」である。

太田は、このモデルを用いて高速道路の速度制限違反を検討する。速度制限違反が臨界量

を超えると「流れに乗って運転するべきである」等の規範が発生して速度制限違反者が増

え、最後はほとんどが速度制限違反をする状態になる。(太田 2000  144 頁) 
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特定商取引法違反の商法など、意図的に消費者を騙そうとする悪質商法は、取引相手

との相互協調を行わない市場参加者の典型的な例である。 
 
(2) 悪質商法がもたらす市場の規範低下 
①悪質行為の職業教育 
  悪質商法は、詐欺的勧誘の従業員教育を行うとともに、勧誘の成否によって人事評

価を行うことにより、従業員に人を騙すわざと、それを恥と思わない価値観を植えつ

ける。悪質商法に雇われた人が、独立して新たな悪質商法の事業を行った例は相当あ

るとみられる。57 
バブル崩壊後、製造業等これまで多くの新卒を雇用してきた企業で新規採用、特に正

職員の採用が縮小した。「90 年代の雇用者数の減少は、非正規雇用による正規雇用者の

置換えを伴いつつ進行してきた」という分析がある。(樋口、砂田、松浦 2005  57 頁)
また、「学歴貴族・既得権を持つ中高年層が若者・非正規雇用者の就業機会を奪い、社

会階層の流動化を阻害して格差を助長する。」という見方もある。(福井 2007 64 頁) 
この時期、営業の職種では比較的採用があったが、この中に悪質な事業者も含まれて

いた。経済産業省経済産業政策局・リクルートワークス研究所のデータによれば、

1999-2000 年現在で求人倍率の高い職種の上位 5 位はいずれも営業系であった。このう

ち、不意打ち的な訪問販売や電話勧誘が含まれると考えられる「営業(個人新規)」の求

人数は 58,362 人で、「営業(法人新規)」に次いで多い。58また、同じ営業(個人新規)とい

う職種の中でも、悪質商法の営業では入社後の退職者が善良な事業者よりも多いため、

善良な事業者よりも新規採用数が多くなりがちであった。59 
悪質商法を行う事業者で営業方法についての OJT を受けてきた多くの若者が、顧客

を騙して営業成績を上げる人間が高く評価される職場で鍛えられ、その企業で、又は他

の企業に移り、又は自ら起業して、営業を行っている。一方、製品安全を支える品質管

理等の部門は縮小され、新規採用者が少なかった企業も多く、若者に対する OJT はあ

まり行われなかった。この結果、日本の労働者に対する教育訓練が偏り、市場の規範を

低下させた可能性がある。 
 

                                                  
57 たとえば、経済産業省が 2007 年 5 月に処分した資格教材の電話勧誘販売事業者の代表

者は、2006 年に処分した同様の事業者に在籍していた。 
<http://www.meti.go.jp/press/20070528006/070528system.pdf> 
また、経済産業省が 2008 年 3 月に処分した健康機器の訪問販売業者の代表者や大半の営業

員は、2008 年 2 月に東京都が処分した同様に事業者に 2007 年 9 月まで在籍していた。 
<http://www.no-trouble.jp/u/pdfs/080327ts.pdf> 
58 (樋口、児玉 2005 46 頁)に引用された経済産業省経済産業政策局・㈱リクルートワーク

ス研究所のデータ(2001) 
59 悪質な営業行為で苦情が多かったある事業者のホームページでは、「若い人の多い職場で

す」という「先輩の声」などを掲載し、常時求人を行っていた。 
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②社会の信頼感の低下 
  また、悪質商法は、社会の信頼感を損なう。仁平義明は、悪質商法が被害者の心理に

悪影響を与えることを指摘する。具体的には、「悪質商法は、人が精神的に健康に生き

ていくための、他者への信頼、自分の能力への信頼を奪う。」とし、また、被害という

強いストレスからの心の回復力も奪うとする。(仁平 2006 49 頁)多くの人が悪質商法

の被害にあうことにより社会の信頼感が損なわれれば、良心により規範を守ることは少

なくなるだろう。 
悪質行為で良心がとがめると思わない人は、自分に直接の被害が及ばない限り、他人

の悪質行為もとがめない可能性が高い。こういう人が増えて、世間の相互監視によって

守られてきた市場の規範は、行動に対する影響力を失っていった。 
 

(3) 市場の規範低下と悪質商法の悪循環 
このような動きを阻む社会の力も、あまり働かなかった。 
本来、消費者取引の市場は、規範の構築に誰でも参画できるものである。たとえば、

浄水器の点検商法で「商品の効能はないと思うが販売員が親切に勧めてくれるから助

けてあげたい」と感じたとき、思い直してきっぱり断るという行為も、関係性を悪用

した商法の排除により市場の規範の構築に資する。事業者のお客様相談窓口でよい苦

情処理を経験したとき、その事業者について知り合いに「いい事業者だ」という評判

を広げるのも、市場の規範の構築に資する。消費者教育などの民間団体の活動も、重

要な力である。メディアや「ご近所」の役割も大きい。しかし、これらが十分な力に

ならなかった。 
  法による強制も、あまり行われなかった。司法について、正田彬は、日本人が「お

互いさま」と感じて行動してきたため、消費者被害があまり裁判に持ち込まれてこな

かったとする。(正田 1997)特定商取引法に基づく業務停止命令も、以前はほとんど出

されなかった。60 
悪質商法が限界量を超えた場合、それまで誠実な取引を行っていた人々も、悪質行

為を行うようになる。善良な事業者が、悪質事業者との競争に負け、市場からの退出

を余儀なくされるおそれもある。善良な事業者の従業員が、悪質事業者の下で働いて

高給を得る人と自らを比較して、まじめに働く意欲を削がれる可能性もある。こうし

て悪貨が良貨を駆逐し、その結果、市場の規範も低下する。市場の規範の低下と悪質

商法の増加が、お互いを加速する悪循環に陥る。 
    このようにして、悪質商法の増加と市場の規範の弱体化が進んでいったと考えられ

る。すなわち、「消費者取引の市場の規範が弱まった」ことが、悪質商法増加の原因

となり、悪質商法の増加が、市場の規範を弱めてもいた。 
                                                  
60 表 1 参照 
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5.製品安全の問題と市場の規範 

ここからは、製品安全の問題について考える。 
製品事故には、悪質商法と大きく異なる面がある。悪質商法の事業者が消費者を騙す

意図を持っているのに対し、事故が起きた製品の製造事業者や輸入事業者は、事故を起

こそうという意図を持っていたわけではない。事業者も、事故は起こしたくない。しか

し、製品安全についても、市場の規範に関する知見を踏まえて考えることが可能である。 
 
(1)製品安全問題の事例 

まず、製品事故の実態をみる。 
製品事故の問題化が、必ずしも事故の増加を反映したものではないという可能性はあ

る。たとえば、経済産業省がガス事業法に基づく報告等により調査した結果によれば、

ガス風呂釜による一酸化炭素中毒の死亡事故は、平成 2 年から 6 年にかけては 32 名、

平成 12 年から 17 年にかけては 3 名と、減少している。61 
ただし、生産・輸入業者に重大事故の報告を義務付けた改正消費生活用製品安全法が

2007 年 5 月に施行されるまでは、行政が集めた事故情報は、ガス事業者に報告義務が

あるガス機器による一酸化炭素中毒等の事故を除くと、事業者の自主報告や報道等によ

るものであった。このため、製品事故の増減は正確にはわからない。 
独立行政法人製品評価技術基盤機構(NITE)に寄せられた事故通知件数は、増加してい

る。内閣府国民生活局(2007 292 頁)62しかし、この増加には、製品事故に関する関心

の増加と、独立行政法人製品評価技術基盤機構の知名度の向上も、寄与していると考え

られる。 
それでも、事故が増えている可能性が高いと考えられる分野はある。以下では、事故

の例から、事故の直接の原因について考える。 
 

① 製品数の増加と経年劣化、新製品の複雑化、低価格化、小型化と事故 
日本の家庭部門のエネルギー消費は、2005 年度は 1973 年度の 2.2 倍となった。

(2007 年版エネルギー白書 150 頁)この間、多くの機器はエネルギー効率を相当上げ

ている。このことから、家庭で使用されるエネルギー消費機器数の増加、高機能化、

使用時間の増加がうかがわれる。エネルギー消費機器以外についても、製品の普及率

の上昇や新製品の増加から、家庭にある製品の数は増加していると考えられる。この

ため、技術や管理手法が進歩して一定の製品の単位使用時間あたりの事故率が減少し

                                                  
61 平成 18 年 9 月 4 日付、経済産業省原子力安全・保安院発表「ガス風呂釜及びガス瞬間湯

沸かし器の排気筒の設置不良等に係る一酸化炭素中毒防止対策の促進について」 
< http://www.meti.go.jp/press/20060904005/press-release.pdf > 
62 独立行政法人製品評価技術基盤機構の「平成 18 年度事故情報収集制度報告書」もある。

<http://www.nite.go.jp/jiko/reports/H18/H18.html> 
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たとしても、製品事故全体は増加した可能性がある。 
古い製品が増え、経年劣化による事故が増えている可能性もある。経年劣化に関連

しては、消費者自身による保守が難しく、経年劣化による重大事故の発生のおそれが

高い製品について、消費者に保守情報を適切に提供するとともに、点検の通知や応諾

を製造・輸入事業者に求める制度が創設された。63 
新しい製品には、利便性は増しても、構造が複雑化し、使用するエネルギーが増え

たことにより、事故の可能性が古い製品よりも高い場合がある。たとえば、浴室暖房

乾燥機は、施工業者が配線を誤って傷つけたこと等により、様々な機種で発火事故が

発生した。64洗濯乾燥機でも、機器の発火によるリコールがあり65、オイルのしみこ

んだタオルが乾燥中に発火した事故もあった。66洗濯物を物干し竿等につるして日光

で乾燥する場合に比べ、浴室暖房乾燥機や洗濯乾燥機を使って電気やガスで乾燥する

場合の方が、事故の危険性は高くなる。 
また、たとえば近年ハロゲンヒーターの出火事故が多発した67が、低価格化が進む

中で安全でない商品が出回るようになった場合もある。68消費者が用いる製品に輸入

品が増え、製造事業者よりも安全性の確認に人手をさけない輸入事業者が増えている

可能性もある。リモコン付きストーブの誤作動69など、新しい機能を付加したことに

よる事故もある。 
製品の改善が求められることに関連する事故もある。たとえばパソコン等に使われ

るリチウムイオン電池の発火事故が問題になり、70回収が行われている。71これは、

パソコンや携帯電話などの軽量化、小型化と、充電容量の拡大や充電時間の短縮を追

及する技術革新に、安全性の確認が追いつかなかったとも考えられる。72 
                                                  
63 2007 年 11 月に公布された消費生活用製品安全法の改正 
<http://www.meti.go.jp/product_safety/producer/shouan/07kaisei.html> 
64 2006 年 経済産業省の発表

<http://www.meti.go.jp/press/20061030003/20061030003.html> 
65 2007 年 経済産業省の発表<http://www.meti.go.jp/press/20070216012/boshu-p.r.pdf> 
66 経済産業省の注意喚起 

<http://www.meti.go.jp/product_safety/consumer/pdf/defend3.pdf> 
67 2007 年 6 月に経済産業省が公表した例は以下のものだが、このほかにもリコールは相当

数ある。 
<http://www.meti.go.jp/press/20070613006/heater_press.pdf> 
68 電気髭剃り器の充電器で、800 件を越える発火事故が起きた機種もある。2007 年 経済

産業省の発表<http://www.meti.go.jp/press/20070619003/070619press_set.pdf> 
69 独立行政法人製品評価技術基盤機構(NITE)の発表 
<http://www.nite.go.jp/jiko/news/072/news72.html> 
70 2006 年 経済産業省の発表

<http://www.meti.go.jp/press/20060824008/20060824008.html> 
71 2007 年、携帯機器用リチウムイオン電池自主回収促進協議会が発足した。経済産業省の

発表<http://www.meti.go.jp/press/20071018007/L.pdf> 
72 現在、リチウム電池を電気用品安全法の規制対象に加える方向で検討が行われている。

2008 年 4 月 21 に経済産業省が行った説明会の資料



 48

 
② 設置工事や修理、製品の用途拡大、使用方法と事故 

製品の複雑化とも関係するが、設置工事や修理が事故につながった例もある。前述

の浴室暖房乾燥機では、設置工事で配線が傷ついて事故につながった。瞬間湯沸器の

修理が一酸化炭素中毒事故につながった例もある。73 
製品の用途が拡大したことに関連する事故もある。たとえば、シュレッダーで幼児

が指を切断する事故が起きた。74これは、成人しかいない職場で使用されてきたシュ

レッダーが、家庭用の小型製品が多く出回り幼児が触れる所で用いられるようになっ

たことによる。75電気コンロの飛び出したつまみに体や物が触れて発火する事故も多

発したが、これは、使わないつもりでコンロの上に物を置いていたことが原因である。

単身赴任等で台所で調理せず、コンロの上を物置として使う消費者が相当数現れて、

事故が繰返し起きた。76 
新製品が数多く出回る中で、生産・輸入・販売過程でも安全性が確認されず、消費

者も使用上の注意が行き渡らないで事故が起きた場合もある。たとえば電子レンジで

加熱するタイプのあんかの破裂、77風呂に浮かべる幼児用の浮き輪での溺死78などで

ある。 
製品安全に配慮しない事業者は、事故の危険性を察知しても製品回収に動かず、実

際に事故が起きれば廃業する可能性が高い。ハロゲンヒーター等の電気ストーブで事

故が多発した例では、鋭意製品回収に努めている事業者もある一方、倒産、行方不明

                                                                                                                                                  
<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/seian/denan/lithium/080421/shiryou1_kiseitais
houka.pdf> 
73 パロマ製のガス瞬間湯沸器の事故の調査と、これを踏まえた製品安全政策の総点検につ

いての経済産業省の報告書<http://www.meti.go.jp/topic/downloadfiles/e60828dj.pdf> 
74 経済産業省からの再発防止のための周知 
<http://www.meti.go.jp/press/20060823001/20060823001.html> 
 経済産業省が関係団体から受けた報告 
<http://www.meti.go.jp/press/20061020003/shredder-press-release.pdf> 
75 事故が起きた時点での電気用品取締法の基づく技術基準では、成人の指を想定し、太さ

1.2 センチメートルの模型の指が入らない構造とすることとなっていた。その後、技術基準

は子供の指が入らないように改定された。2007 年 8 月の経済産業省の発表「電気用品安全

法に基づく電気用品の技術上の基準を定める省令の改正について」

<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/seian/denan/hourei/gijutsukijun/070831_revise/
kaisei.pdf> 
76 これに伴い、社団法人日本電機工業会とキッチン・バス工業会は、つまみを飛び出した

ものから触れても着火しない形状のものに無償で交換している。 
「小型キッチンユニット用電気こんろ協議会」<http://www.denki-konro.jp/> 
77 独立行政法人製品評価技術基盤機構(NITE)の発表

<http://www.nite.go.jp/jiko/news/079/news79.html> 
78 独立行政法人国民生活センターの発表 

<http://www.kokusen.go.jp/news/data/n-20070705_2.html> 
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を含め、何も対応していない事業者もあった。79  
 

③ 販売方法の問題と製品安全 
勧誘等の販売方法に問題がある特定商取引法の取締り事例で、製品安全上の問題に

もかかわるものがある。 
たとえば、特定商取引法違反でディスポーザーの連鎖販売取引が処分された。80こ

の連鎖販売取引のメンバーは、商品が中古品である可能性があるのにそのことを言わ

ずに販売した。また、自ら修理・清掃して販売する可能性に言及せずに新たなメンバ

ーの勧誘を行っていた。これらから、修理における安全についての配慮や、万一事故

が起きた場合の対応も不十分であった可能性があると考えられる。また、インターネ

ット通信販売等で、製品安全の技術基準の自己認証等、安全上の配慮を行っていない

ことが疑われる商品が販売されていたとの指摘もある81。 
特定商取引法により処分された事業者には、安全性に関する不実告知を行った者も

ある。たとえば特定商取引法違反で処分された連鎖販売取引ニューウェイズジャパン

㈱の勧誘者は、他社の製品には毒があるとし、あたかも同社の製品のみが安全である

かのように、合理的根拠なく告げていた。82 
 
(2)製品安全への市場の規範の影響 
   次に、製品事故の背景から、市場の規範について考える。 
 
 ①「中古車市場の逆選択」と製品安全 

市場の規範の低下による事業者の行動変化は、製品事故でも起こりうる。 
中古車市場を扱ったゲーム理論の分析で、品質が多様で売り手しか品質を知らない

場合、最低品質の財しか取引されなくなるという「中古車市場の逆選択」が起きるこ

とが証明されている。買い手側が、「売り手は『どうせ消費者には品質がわからない

                                                  
79 2007 年 3 月の製品安全点検日セミナー等で経済産業省が配布した「大人用資料・製品事

故から身を守るために」は、ハロゲンヒーター等電気ストーブのリコールに関して、リコ

ール実施中の 17 例とともに、リコールしていた事業者が倒産又は行方不明の 3 社と、輸入

事業者が負債等で対応できないために販売事業者が自ら販売した製品に限り回収している

例を紹介している。

<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/seian/contents/anzenweek/miomamoru_a.pdf> 
80 2005 年 2 月、経済産業省 ディスポーザー及び台所用洗剤等の連鎖販売取引のインター

ライフ㈱に対する処分 <http://www.meti.go.jp/policy/consumer/release/interlife.pdf> 
81 たとえば、ディスポーザーを販売しているある事業者のホームページには、「インターネ

ットなどで広く出回っている輸入品・ディスポーザーには、残念ながら電気用品安全法に

違反していると疑われる商品が数多く販売されているのが現状です。」との記述があった。

なお、この事業者の下水道と水環境に関連する記述には誤りもあるため、このホームペー

ジの記載自体も、どれほど信頼できるかどうかは不明である。 
82 経済産業省 2008 年 2 月の処分 <http://www.no-trouble.jp/u/pdfs/080221nw.pdf> 
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のだから実際の品質より高い価格をつけよう』と思っているだろう」と予想するため、

より安い価格でしか買わなくなってしまうのだ。この「高品質の中古車をもつ売り手

にとって取引の便益はなくなってしまう。」という状況(岡田 1996 193 頁)は、消費

者用製品の売買でも成り立つ。すなわち、品質が多様で消費者が品質を知らされなけ

れば、消費者は事業者に対して不信感を持ち、より安い価格での取引を望むため、最

低品質の財しか取引されなくなるおそれがある。 
たとえば数年前から多数の発火事故が出ているハロゲンヒーターについて、どの商

品が安全か、消費者は情報をほとんど持たなかった。この場合、安い商品しか売れな

くなり、安全への配慮が損なわれた可能性がある。同じく発火事故が問題になったリ

チウムイオン電池の場合は、消費者はパソコンや携帯電話の価格や性能ついての情報

しか持たず、電池については、購入したという意識も持たない場合が多かった。この

場合も、消費者の選択だけでは、安全性の高い製品が選ばれることにはならない。 
市場全体の拡大が見込みにくい低成長の日本で、安全に関する情報が伝わらず、安

全を犠牲にして価格競争で勝とうとする事業者がシェアを伸ばせば、競合する類似商

品の製造事業者も、安全にかける費用を削減しなければ生き残れない。株主と従業員

に対して誠実・善良な事業者が、熾烈な価格競争の中で費用削減に迫られ、品質管理

や製品事故対応・顧客対応部門の人員削減を行うことでしか市場で生き残れないと判

断する場合もありうる。 
特定の商品で特定の相手との取引が繰り返されるなどの状況で、安全でない製品を

売った事業者が特定されて取引を止められるなどの制裁を受ければ、安全な商品を売

る方が利益が大きくなる。しかし、取引が繰返されることがなく、安全でない商品を

売って、その商品が事故を起こしてもコスト負担を負わなければ、事業者が安全な商

品を売るために費用をかける動機は乏しい。 
個別の商品の取引が繰り返されなくとも、又は製品が事故を起こした企業がコスト

を負担しなくとも、事故を起こした事業者が特定されてその情報が広まれば、安全性

の高い商品だけを売ってブランド価値を高めることで消費者に選ばれて利益を上げ

ることができる。しかし、事故を起こした事業者が特定されず、又は事故の情報が広

まらなければ、ブランドの価値では商品は消費者に選ばれない。また、無名の企業の

製品による事故は多くても報道されず、ブランド価値のある企業の製品事故は一件で

も大きく報道されることになれば、市場の逆選択が起きる可能性がある。 
事業者の側から見れば、事業者対消費者で消費者の力が弱くなったという実感は持

たない場合も多い。むしろ逆に、価格交渉力という面で消費者の力が強まり、その結

果、事業者が安全確保にかけることのできるコストが引き下げられたという見方をす

る事業者がしばしばみられる。 
これは、一面の真実ではあり、「事業者に対して消費者の力が弱まった」ことのみ

消費者問題の原因として全面的に採用することに対する反論とはなりうる。ただし、
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価格重視の市場になった大きな原因のひとつは、先に述べた「中古車市場の逆選択」

でもみられるような、事業者と消費者の間の情報格差である。この場合、事業者と消

費者の間の情報格差が、消費者のみならず、安全な製品を販売する事業者にも損害を

与えている。情報格差がある中で安全な商品を提供するための経済社会の圧力が働き

にくくなったことが製品事故の原因であるという状況は、消費者問題の原因が「消費

者取引の市場の規範が弱まった」ことにあることを支持している。 
 

② 製品事故と「囚人のジレンマ」 
製品事故をめぐっても、「囚人のジレンマ」と類似の構造がある。事故が起きた時、

消費者が自らの過失も含めて事故の状況を提供するか、裏切って自らの過失を隠すか

にかかわらず、事業者は消費者を裏切って製品の欠陥を隠して賠償を逃れようとする

可能性がある。また、事業者が製品の欠陥も含めて情報を提供するか、裏切って欠陥

を隠すかにかかわらず、消費者は自らの過失を隠すことによって賠償を得ようとする

可能性がある。これらの結果、双方が情報を隠し、正確な事故情報が世の中に知らさ

れなければ、消費者も安全な製品を購入する手がかりがなく、事業者も将来の事故を

防ぐ対策が立てられない。 
消費者は、自分かその周囲の人が事故にあわない限り事故情報を知り得ないが、事

業者は、多数販売している製品の中で過去にどのような事故があったか知り得る。同

業他社の情報も、工学的知見も、事業者は消費者より格段に多く知り得る。最初の事

故が起きた時、正しい情報を共有できれば、次の事故を防ぐための措置をとり、事業

者と消費者双方の損害を最小限で抑えることができる。しかし、情報が共有されなけ

れば、その解にたどりつけない。 
また、特定商取引法違反で製品安全の問題がある事例も、悪質商法の箇所で述べた

ように、売り手と買い手の間の「囚人のジレンマ」構造が背景にある。このような事

例が増加しているかどうかは必ずしも明らかではないが、もし増加しているとすれば、

その原因として、「消費者取引の市場の規範が弱まった」可能性がある。 
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<第三部 消費者政策> 
 
6.消費者政策に期待される効果 
(1) 戦後から 20 世紀末にかけての考え方 

以上の分析を踏まえ、ここからは、消費者政策について考える。まず、第一部、第二

部で検討した消費者問題の原因をまとめると、以下のとおりである。 
 

(原因 1) 事業者に対して消費者の力が弱まった。 
(原因 2) 消費者取引の市場の規範が弱まった。 

 
ここで、本稿は、「(原因 1)事業者に対して消費者の力が弱まった。」は悪質商法につ

いては事実でも市場全体を説明するには不十分とし、「(原因 2) 消費者取引の市場の規

範が弱まった。」ことと関係する文献、資料を集めた。この中で、市場の規範は国が立

法し強制するものだけでなく、事業者、消費者を含む様々な主体が構築し、遵守を促す

ものが相当あることを示した。 
これらを踏まえ、消費者問題の解決に資する消費者政策に期待する効果として、以下

の二通りの効果を考える。 
 

(効果 1) 事業者に対して消費者の不利を是正する。 
(効果 2) 消費者取引の市場の規範を構築・維持する。 

 
消費者政策の意義については、これまでさまざまに検討されてきたが、おおむね、上

記の(効果 1)を基本とするものだった。以下では、まず、この効果について、消費者政

策を比較的肯定的に論じる側からの議論を、戦後の消費者運動の発足も交えて紹介する。 
 第二次大戦後、1948 年に主婦連が発足した。兵頭美代子主婦連会長は、「戦後三年

目の混乱期、『くらしのつらさは、政治の悪さから』との思いを結集して、初代会長が、

消費者運動の第一歩を踏み出しました。」と述べる。(兵頭 2008)設立当時の主婦連の奥

会長は参議院議員であり、最初の「消費者運動」は、配給された燃えないマッチを取り

替えさせるという成果をあげたが、当時は「消費者」という言葉も珍しかった。(清水

2007) 
その後、1951 年には日本生活協同組合連合会、1952 年には全国地域婦人団体連絡協

議会、1956 年には全国消費者団体連絡会が結成された。1957 年の「第一回全国消費者

大会」では、「消費者大衆」が主権者であるとする「消費者宣言」が出された。(清水 2007) 
1960 年代、それまでの統制経済等との対比もあって、「消費者主権」がより広範に肯

定的に論じられた。米国では 1962 にケネディ大統領による「消費者の利益保護に関す

る大統領教書」が出され、その中で「消費者主権」が記されていた。館龍一郎、小宮隆
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太郎は 1964 年、当時の欧米の議論をもとに「経済政策の理論」をまとめた中で、「消費

者主権」を「消費者が自分の選択にしたがってその所得を処分する自由」とし、以下の

ように論じた。 
「経済の究極的な目的が消費にあるとすれば『消費者主権』の要求には充分の理

由があるといわなければなりません。いかなる計画経済も、経済の効率や消費者

主権の要求を完全に無視しては成立しえないことは、戦争中の割当制度、配給制

度が、これを無視することによって手痛い報復を受けた事実からも明らかで

す。・・・しかし、その反面、ガルブレイスが『ゆたかな社会』のなかに描き出し

たように、消費者の選好が独立なものでなく、消費が宣伝や広告によってつくり

出されたり(依存効果)、消費者の好みが浮動するにしたがって資源の絶えざる移動

が必要となることも考え合わせると、消費者主権の要求も必ずしも絶対的なもの

とはいえません。」(館、小宮 1964 13 頁) 
これらの背景も踏まえ、1968 年に消費者保護基本法が議員立法により制定された。こ

の頃から 20 世紀の間、消費者政策の効果として期待されるもの、すなわち消費者政策

の意義としては、①弱者論、②市場の失敗、③公正性が挙げられてきた(落合、及川 2001)。
以下でそれぞれについて、これまでの議論を紹介する。 
 
① 弱者論 
   消費者保護基本法は、弱者としての消費者を保護するものだった。この法律に

ついて内閣府国民生活局の井内正敏は、「消費者が事業者に対し交渉力などの点で

弱い立場にあるとの認識を前に、国や地方公共団体が消費者を保護する責務を負っ

ていると規定していた」(井内 2007  3 頁)とする。 
   しかし、その後考え方が変化し、2004 年に消費者保護基本法を改正して作られ

た消費者基本法は、消費者の自立を重視する。 
これについて細川幸一は、以下のように解説する。 

    「日本の従来の消費者保護法の正当化は、一般的には消費者の『弱者』論な

いし、パターナリズム(paternalism)に依拠する傾向が強かった。・・・こうし

た消費者像、あるいは国家観の転換が叫ばれるようになり、消費者を保護さ

れる対象とみなして庇護するのではなく、自立した消費者となるための環境

整備や支援を中心とした消費者政策を目指して消費者保護基本法が改正され、

名称も消費者基本法となった。」(細川 2007 65 頁) 
     井内正敏は、以下のように解説する。 

「・・・消費者基本法が制定された。消費者の権利をベースとして、権利実

現のために消費者政策を実施することとし、消費者の『保護』から『自立の

支援』へと政策の重心が移されることとなった」(井内 2007 6 頁) 
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② 市場の失敗 
市場の失敗は、国家の介入の必要性で挙げられる古典的要素である。消費者取引

の場でも、情報が不十分であることなどによる市場の失敗がある。83 
しかし、統制経済による厚生の低下などの「国家の失敗」もまた指摘されるため、

市場の失敗の存在だけでは、政策として国家が市場に介入する上で十分な条件には

ならない。「新しい時代の消費者法」(14-15 頁)も、以下のように論じる。 
 「市場の失敗は、消費者法の重要な存在理由ではあるが、それだけで常に法

的介入が肯定されるものではない。国家の介入は、それ自体コストを要し、

またいわゆる規制の失敗も考慮しなければならないからである。しかし、い

ずれにしても市場の失敗は、消費者法による国家の介入が正当化される重要

な要件である。」 
 

③ 公正性 
公正性も、消費者政策の意義として挙げられる。「新しい時代の消費者法」(15 頁)

は、公正性について、「われわれがこれまで維持してきた正義あるいは公平の観念に

基づく社会的価値」であり、「やはり重要なものとして守られるべきである。」とす

る。 
しかし、公正性自体は、何が公正な政策であるかについての具体的な指針を示す

上で、十分な論拠を提供しない。また、日本における正義あるいは公平の観念に基

づく社会的価値を示したものとして憲法が挙げられるが、ここに、消費者の権利は

直接は規定されていない。 
大村敦志は、消費者の「自己決定権」が憲法 13 条84から導かれるとの見解を紹介

し、この見解をとれば「事業者もまた『自己決定権』を有するので国家の介入措置

は適度になされなければならないことに」なり、具体的な規範の当否は個別の議論

に委ねられることになると指摘した。また、これとは別の議論として「消費者の権

利」を説く見解につい「今日の日本法においては、『消費者の権利』はそれ自体が『人

権』として承認されているとは言いがたいだろう。」としつつ、「もっとも、『消費者

の権利』を掲げる議論には、運動論としての意義が認められることは確かである。」

とした。そして、消費者基本法が基本理念とする「消費者の権利の尊重」等につい

て解説した。(大村 2007 31,32, 410 頁) 
 

(2)最近の考え方 

                                                  
83 消費者取引の情報の不完全性についての最近の文献に、(細江 2008)、(小林 2008)がある。 
84 日本国憲法「第 13 条 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求

に対する国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、

最大の尊重を必要とする。」 
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 ①内閣府による整理 
前述のような議論を背景として、最近の消費者政策が形成されている。 
国民生活審議会から 2003 年に出された「21 世紀型の消費者政策の在り方について」

は、「消費者政策の理念」の冒頭で、以下のように述べた。 
「消費者は、事業者に比べ情報力や交渉力において不利な立場にあることから、

その格差を縮小するために、各般の消費者政策が講じられてきたが、その際の

消費者の位置づけや政策手法は時代とともに変化している。」 
消費者政策の最新の考え方について、内閣府国民生活局が作成した「ハンドブック

消費者」の記述(内閣府国民生活局 2007 6 頁)に見出しをつけて要約すると、以下の

ようになる。 
   A.事業者より弱い消費者を助ける基本的考え方は不変 

「相対的に強い立場の事業者の活動に一定の規制を加えるとともに、弱い立場の消費

者に対して情報提供、消費者教育、苦情処理等による支援を行うことを通じて消費

者利益の確保を図ろうとする・・・基本的な考え方は変わるものではありません」 
B.政策手法の重点が変化 

B-1 市場メカニズム活用へシフト 
「消費者と事業者が市場において自由で公正な取引を行うためのルール(市場ル

ール)を整備し、市場メカニズムを活用する政策手法に・・・シフトする必要が

あります。」 
B-2 行政の関与も継続 
「市場メカニズムの活用が必ずしも適切でない、あるいは市場メカニズムを補正

しつつ活用することが必要な領域は依然として存在しており、このような分野

には引き続き行政が積極的に関与していく必要」があるとともに、「消費者取

引においても、事業者から消費者に対して適切かつ十分な情報提供や適正な勧

誘等が行われるよう、監視・取締りを行うことが必要です。」 
多方面の考え方について配慮された書き方であり、消費者政策の考え方が移り変わり

つつある中で様々な考え方が並存しつつ現実の個別問題に対処しているという消費者

政策の実態を反映したものとなっている。 
 

②「21 世紀の消費者政策」 
松本恒雄は、時代とともに変化する消費者政策を、一層明確に示した。すなわち、1960

年代から 80 年代の消費者政策を「行政規制と行政による被害救済」とし、90 年代には

いると「民事ルールの活用」、今世紀には「市場を活用した消費者政策」が重層的に加

わったと整理した。今世紀は「行政でも裁判でもなく、むしろ市場に着目し、市場を構

成する企業と消費者が主役になって消費者の利益を実現していく方策が試みられてい

る。」とし、ここでは「誠実な事業者は不誠実で悪質な事業者が市場からいなくなるこ
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とにより利益を得られるのであるから、消費者と同じ側に立っていることになる。」と

する。(松本 2007  81 頁) 
 
(3)消費者と事業者が共有する価値に照らした議論の可能性 
   消費者政策については、異なった立場から様々な意見がある。相反する意見を持つ

人々の間でより議論を深め、合意を形成していくためには、どのような論理の手段が

あるだろうか。 
これについて考えるため、以下では消費者政策を否定的または懐疑的に論じる立場

からの二通りの意見を紹介する。その上で、社会的合意に向けて議論を深める方途の

有無について検討する。 
 

① 「消費者の権利」と「営業の自由」 
 前述の「消費者主権」や「消費者の権利」に対し、消費者政策に消極的な議論とし

て論じられたのが、「営業の自由の侵害」である。たとえば 1960 年代、消費者政策の芽

生えの時期に、消費者保護を積極的に認めるべきという立場と、これに反対する立場の

間で、「営業の自由」の解釈は異なった。「営業の自由」の概念に関する学問的な激しい

議論も行われた(細川 2007 82 頁)が、合意は困難であった。最近でも、個別の消費者

政策を検討する際、政策の追加に反対する事業者が、その根拠として「営業の自由の侵

害」を挙げることがある。85 
営業の自由と消費者の権利との関係を法律的に論じることから個別の消費者政策に

ついて議論すると、異なる価値観同士が対立し、合意を得ることが困難な場合が多い。

異なる価値について、憲法学の長谷部恭男は以下のように述べる。 
「立憲主義は、社会全体として(多数決を通じて)統一的に答えを出すべき問題は限定

されているという立場をとる。比較不能な価値が深刻に対立する問題、個人の生き

る意味を決めるような問題については、個々人の選択に任せ、社会全体としての統

一的な結論を出して全員に押しつけるのは控えるべきだという立場をとる。」(長谷

部 2006 はしがき) 
このような背景の下で、現状を前提に考えれば、消費者問題という具体的な問題につ

いて、憲法上の自由という「個人の生きる意味」にもかかわる議論から合意が短期間で

形成される可能性は高くない。もちろん、営業の自由と消費者の権利という異なる価値

についても、判例や学説をもとに議論することはできる。これまでの政策の進展は、判

例や学説に負うところも大きい。しかし、消費者関係の裁判は簡易裁判所で行われる場

                                                  
85 たとえば、2007 年 11 月 27 日の産業構造審議会消費経済部会特定商取引小委員会に、日

本新聞協会が提出した「特定商取引法改正に関する日本新聞協会販売委員会の意見」は、「法

改正の趣旨は、悪質事業者から高齢者などを保護することであるはずだが、勧誘を拒絶す

る消費者に対する勧誘の禁止および勧誘意思の確認義務が、すべての訪問販売に導入され

ることになれば、営業活動の自由が侵害される恐れがある。」とする。(日本新聞協会 2007) 
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合も相当あり、判例による議論は憲法論よりも実践的な議論が主になっている。 
また、憲法は国の基本的な価値について定めたものであって、柔軟な解釈変更は困難

である。情報化、グローバル化等、急速に変化しつつある消費市場に対応した政策変更

について、実態の変化に遅れずに合意しようとする場合、憲法論による議論は様々な困

難に直面する。 
このような事情から、消費者政策の議論は、とりあえず目の前にある問題を解決する

ことに重点を置いてきた傾向がある。すなわち、原理原則に関する議論の進展から政策

が導かれるのではなく、現実の問題解決に必要な政策を検討する上で、これと矛盾しな

い法理論が探求されてきた。この点に関連して、日本弁護士連合会編「消費者法講義」

は、消費者法について、以下のように述べる。 
「・・・消費者法は、問題解決に必要となる様々な法理や制度を取り込み、伝統的

な法理論や法体系をごそごそと揺さぶり、その修正を迫るというダイナミックな性

質を持っている。また、同時に絶えず自らもその輪郭を変えているという実態もあ

る。」(日本弁護士連合会 2007  2 頁) 
 

② 経済の活力 
消費者政策に消極的な議論のもう一つは、消費者政策で政府が市場に介入し、事業者

の行動を制限すると、事業者を萎縮させ、経済の活力をそぐというものである。 
最近出版されたものでは、中森貴和が「行政不況」という一般向けの著書の中で、「そ

もそも、消費者保護のためにいくら規制の網を張り巡らせても、被害を防ぐのは難しい

ものだ。それよりも関連業界が被る被害、コスト負担は大きく、巡り巡って消費者の負

担増加につながる。」とした。具体例の一つとして特定商取引法に基づく取締りの増加

を挙げ、「過去の行政処分を理由に信販会社から提携契約を打ち切られ、支払い遅延が

発生、倒産の引導を渡される業者も目立ち始めた。」「果たして経産省は、・・・いびつ

な信用収縮を招き、レピュテーションリスクが雪だるま式に膨張していくこの現状を、

まったく想定することができなかったのであろうか。」と論じる。そして、官僚が「『統

制型経済』を築き上げ、新たな天下りシステムの構築を目論んでいるかのようでもある。

その結果、中小の切り捨てや『負け組』のさらなる没落が加速、格差の拡大を招くこと

を、官が承知していないはずはない。」とした。(中森 2008 22, 46, 79 頁) 
中森が官僚の「統制」を批判する論点については、別の方面からは逆に行政の怠慢を

批判する意見もあり、異なる価値観同士の対立となって合意につながらない可能性があ

る。また、中森は中小切捨ての例として百貨店の経営統合を挙げたが、これが行政によ

る消費者保護の影響を受けた結果とは考えにくい。 
しかし、マクロ経済に対する効果に関する議論だけをとりあげれば、事業者、消費者

が共有する経済価値による議論を行うことも可能である。消費者政策による規制が経済

の活力を削ぐという意見をマクロ経済の視点で解釈すると、事業者の積極的な勧誘とこ



 58

れに対する与信が有効需要を拡大し経済を成長させる効果を持ち、消費者政策がこの効

果を損なうという意見とみることができる。 
確かに、個人消費は、日本経済において重要な役割を果たしている。宮本みち子は、

特に低成長の時代、個人消費の役割は大きいとし、「1992 年、宮沢内閣は、『生活大国 5
カ年計画―地域社会との共存をめざして―』と題する経済計画を策定した。『生活』と

いう用語が経済計画の目的に位置づけられたのはこれがはじめてであった。・・・・低

成長の時代には、個人消費は経済の活力(つまり経済成長)を生む手段として位置づけら

れる傾向がある。」とする。(宮本 2002  11 頁)  
ここから、たとえば以下の議論を行うことが可能である。 
 

a.消費者政策消極論:事業者と行政のコスト増 
 事業者に対する消費者保護行為の義務付けは、事業者のコスト増加につながる。

このコストは、消費者価格に転嫁されるか、株主利益を低下させるか、雇用者の

労働条件を引き下げるかによって吸収されると考えられ、いずれも経済の厚生を

引き下げる。 
行政による法執行を徹底させるために公務員を増加させれば、政府の拡大によ

るコスト増加が、税負担の増加または他の公共的政策の縮小となって、経済に悪

影響を与える。 
また、事業者が規制に縛られると、自発的なイノベーション、新製品、新しい

ビジネスの創造を損なう。 
 

 b.消費者政策積極論:限られた個人消費を善良な事業者へ 
マクロ経済から見れば、積極的な勧誘が消費性向を高めるとは考えにくい。ま

た、日本の貯蓄率は低下傾向にあり、今後とも高齢化に伴い低下が継続すると考

えられる中で、消費性向を高めることが経済の活性化につながるとは考えにくい。 
むしろ、他の条件が不変であれば、個人消費による有効需要はおおむね一定で

あり、この一定の市場を、善良な事業者と悪質な事業者が取り合っているという、

ゼロサムゲームである。この場合、消費者政策により悪質事業者を排除すること

は、善良な事業者の市場を広げる効果を持つ。 
これに加えて、上記の「他の条件」の一つである「市場の規範」が適切に構築

され、経済の発展を促す効果を持てば、善良な事業者の機会は一層拡大する。 
 

上記 a.と b.は、立場は違うが同様の価値について論じているため、よりよい方向に

ついて議論することは可能である。すなわち、具体的な消費者政策を示し、その費用

と便益を比較することにより、より費用が少ない政策、より効果の高い政策について、

知恵を出し合える可能性がある。 
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たとえば、事業者のコスト増加が消費者に評価されて市場拡大につながり株主価値

を損じないようにする工夫や、費用対効果の高い法執行の方法、悪質な勧誘などの違

反行為を周知することにより新規ビジネスを阻害しない規制について検討することが

できる。具体的な消費者政策として何が行われているか、検討されているかについて

は、後に記述する。 
 
③ 消費者と事業者が共有する価値による議論 

以上の議論を踏まえ、消費者と事業者が共有する価値が、事業者、消費者の双方にと

って増加するような政策を探す。このような政策があれば、他の価値、例えば「自由」

「公正」「正義」等の価値が、これを上回って損なわれることが明示されない限り、社

会全体で合意される可能性が高い。 
これまで、経済価値による分析は、市場による自動的な財の最適配分機能を強調し、

国家による市場介入のマイナス効果を論じたものが多かった。そもそも「国家による市

場介入」という言葉には否定的な響きもある。 
このため、消費者政策を含む国の政策に肯定的な側は、定量的な価値による経済的分

析に懐疑的なことがあった。「”社会的価値の金銭的評価”など、一体すべきなのか否か。」

という疑問(石黒 1998 101 頁)は、共有する人が多いと思われる。 
しかし、数値で表されるのは金銭的価値に限られない。「金銭所得、得票数、福利厚

生の主観的な感情、社会の平均厚生、その他の何を最大化しようとするものであっても

構わない。」(Cooter, Ulen1988 25 頁)また、仮に様々な価値を金銭的価値に置き換え

解釈してみるとしても、金銭的価値は人間の大多数が共有する価値であり、民主的手段

により合意を得て制度を改善する上で、一つの有効な指標であると考えられる。 
このような金銭的価値を含む「厚生」等の、消費者と事業者が共有する価値の増大に

向けて、事業者、消費者がより協力的に行動する動機付けを行う「市場の規範」があり

うる。この「市場の規範」の構築・維持は、約 5 百兆円の日本経済のうち約 3 百兆円を

占める個人消費を活用して経済を発展させるためにも、重要である。 
 

(4)規範と協力の好循環 
 ①消費者と事業者が共有する価値から見た消費者政策の効果 

 そこで、消費者と事業者が共有する価値の増大という立場から、消費者政策がもたら

すべき効果について、前述の消費者問題の原因に基づき、対立する見方の間でも相互に

比較可能と考えられる価値に照らして考える。 
弱者論、市場の失敗、公正性は、いずれも問題を事業者と消費者の間の利害対立と捉

える。その上で、国家の介入がなければ取引によって事業者の利益が過大に、消費者の

利益が過小となるため、これを是正する政策を肯定する。現在の消費者政策の基本的な

考え方においても、若干の変化はあるものの、消費者対事業者という一般的な対立構造
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から消費者政策を考える姿勢は続いている。 
しかし、もしも消費者対事業者という図式から導くものが消費者政策のもたらすべき

効果のすべてだとすると、自らは消費者を不利に陥れてはいないと自認する事業者やそ

の雇用者、株主等には、このような政策を積極的に支援し参画する理由がない。それは、

適切なアプローチだろうか。 
松本恒雄が 21 世紀の消費者政策として提唱するコンプライアンス経営等は、消費者

対事業者という構図から脱するものである。ここから発展させて、国家が他の市場関係

者に何らかの影響を及ぼすことを含む、より広範な消費者政策を、「消費者対事業者」

の対立構造に限定されずに捉えることはできないか。 
そこで、第三部の冒頭に示した「(効果 2) 消費者取引の市場の規範を構築・維持す

る。」について検討する。これは、個別の取引において、ある消費者がある事業者より

不利な状況に置かれ、消費者政策がこの不利を是正することがしばしばあることを否定

するものではない。このような個別事例に対処することも含め、消費者全体のみならず

事業者全体にとっても価値の増進になる、公共財としての市場の規範を構築・維持する

政策について考える。 
 

②規範で機能し発展する市場 
市場の質を決定するのは、規範である。物理的な店舗等の存在は、「市場」のごく限

られた側面でしかない。例えば金などの商品先物取引市場である東京工業品取引所で

も、いわゆる「場立ち」は姿を消し、そこにあるのはコンピュータである。よい市場

とは、立派な建物ではなく、そこでの取引の規範が取引関係者全体の利益を最大化す

るものであり、遵守されているということである。 
適切な市場の規範が存在し機能することが、経済発展の重要な基盤である。これは、

裏切りに適切な応報を行う戦略を持つ集団がシェアを増やしていく可能性があるとい

う、進化ゲームによる理論的分析からも導かれる。また、人類の発生段階で相互協力

が人口を増やす結果を招き、相互協力を支える規範を持つ文化がこれを共有する集団

の発展に寄与し、適切な規範を持つ国の経済が発展したという実態分析からも支持さ

れる。 
国は、法で強制する規範を共有する範囲である。国はまた、経済社会の圧力や良心

で守る規範のうち立法による部分、すなわち努力義務規定などを共有する範囲でもあ

る。さらに、一定の歴史や文化を共有する集団が国である場合、国は立法によらない

市場の規範も共有することが多い範囲である。86 

                                                  
86 日本のような、いわゆる国民国家を念頭に置いている。日本でも少数民族の議論はあり、

また、都会から来た悪質商法の事業者に田舎の純朴な高齢者が騙されるなど、市場の規範

の地域による差もある程度はある。しかし、国際的な違いに比べると、国内での市場の規

範の差は少ない。 
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市場の規範は市場関係者に、国全体のためになる行動をとる動機を提供する。その

結果、関係者の厚生が最適な解よりも低い結果に終わる取引は少なく、取締り等の行

政費用もさほどかからずにすむ。こうして、市場の規範がある国の経済は、市場の規

範がない国や、市場の規範があっても守られない国の経済よりも、発展すると考えら

れる。 
  
 ③市場の規範の構築者 

このような市場の規範を築く上で、もし適切な政策があれば、政府の市場介入は肯

定される。太田勝造は、消費者契約法に関する分析で、以下のように述べる。 
「巨大な大衆社会の中では、一部の知名度の高い大企業を除けば、小規模企業の場

合、評判やブランドによる繰り返し代替機能も、十分には働かない。・・・消費者

契約においては、このように取引当事者たちが協力し合い契約の履行をし合うと

いう秩序が、他の契約関係に比べて脆弱であることから、法的介入や行政的介入

の必要性が大きいことが導かれる。」(太田 2001 127 頁) 
   ただし、現状を放置すれば望ましくない状況が続き、又は悪化するということは、

政策の必要性を肯定するには十分でない。政策によっては、現状を放置した方がまだま

しである可能性がある。前述の、消費者政策に期待される効果に照らして、費用対効果

が一定以上期待できる消費者政策はあるか。 
先に見たように、「市場の規範」の遵守手段には、強制のほか、経済社会の圧力と良

心がある。これらの構築のすべてを公的主体が請け負うことは、できないし、やるべき

でもない。あたかもこれが可能であるかの如き言動をとると、他の関係者の主体的参画

の動機を減らし、かえって市場の規範を損なうおそれがある。法執行は公的主体の責任

だが、経済社会的圧力や良心によって守る部分も含めた「市場の規範」は、国、地方公

共団体のみならず、事業者、消費者、各種団体を含む、社会全体で構築、維持すること

を考えなければならない。 
これは、松本恒雄の「21 世紀の消費者政策」の提唱するコンプライアンス経営を促

そうとする考え方とも重なる考え方である。「市場の構築」に関する文献で紹介した「論

語」や「公正としての正義」の記述にも通じる。広範な国民が自ら守りたいと思い、他

人にも守らせたいと思う形での市場の規範構築を考えることで、費用対効果の高い政策

を作ることができる。 
 

④市場の規範の好循環経路 
先に、悪質商法の増加と市場の規範低下の悪循環について記述した。これとは逆に、

市場を好循環にもちこみ安定させる方策を考える。 
市場の好循環と安定の経路を示した研究としては、社会秩序にとって規範が持つ意義
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についての太田勝造の分析(太田 2000  188 頁)87がある。ただし、太田の分析と本稿は、

用語法や対象が異なる。このため、太田の議論を本稿の言葉に翻訳しつつ解釈を試み、

単純化すると、以下の「好循環経路」ができる。市場の規範が取引相手との協力を促し、

その協力が市場の規範の構築と安定を招くという、規範と協力の好循環である。 
               
             規範と協力の好循環経路 

第一に、「強制する規範」の強制力や「経済社会の圧力で守る規範」の圧力は、

取引相手との協力を促す手段である。 
第二に、多くの場合、まず事業者と消費者が協力し、その後に「市場の規範」

が構築される。もちろん、このような経過をとらずに当初から国民に支持

されて立法される「市場の規範」もある。 
第三に、こうして構築される「市場の規範」のうち、「良心で守る規範」には、

市場を再び悪循環に陥らせない安定化効果がある。 

 
上記の「好循環経路」の第一は、強制力の発動と経済社会の圧力である。しかし、消

費者政策として考えると、強制力は消費者取引関係の特別法によって発動することはで

きても、規範の遵守に向けた「経済社会の圧力」はどのようにしたら実現するか、これ

自体がひとつの課題である。第二の「まず事業者と消費者が協力」する部分も、これが

どのようにしたら実現するかが課題である。 
そこで、消費者取引の市場について政府がとることのできる事項、すなわち消費者政

策について、より具体的に検討する。まず、先に「3(3)市場の規範と日本の市場」で市

場の規範構築に関する文献から抜き出した市場の規範構築の経路を再掲する。 
              
            市場の規範構築の経路 

a.人々が、信頼感に基づき取引を繰返す 
→市場の規範を自ら創設・遵守し、他人にも遵守に向けた圧力を加える 

                                                  
87ゲーム論や社会学の議論を基にしている。太田の原文は、以下のとおりである。 
「まず第一に、規範は社会制御システムの強制力を用いて社会秩序を形成する手段である。 
 第二に、そのような規範の作動によってまず成立するのは、常に規範的社会秩序である

わけではなく、多くの場合に、まず事実的社会秩序を導き、しかる後にそれを規範的社会

秩序に変更するものなのである。もちろん、規範生成の当初から社会構成員によって支持

され受容された規範候補が立法される場合もあり、その場合には事実的社会秩序の形成と

いうバイパスを通ることなく、規範的社会秩序が形成される。 
 第三に、事実的社会秩序から生じた規範意識は、当該社会秩序における社会的相互作用

の性格を変容し、社会秩序の安定性をもたらす。規範意識が生じるということは、当該社

会秩序行為が自己利益に若干反する場合でも、当該社会秩序行為を行うようになるという

ことであり、いわば利得行列の値が秩序維持のインセンティブを増加させる方向に修正さ

れていることを意味する。」 
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b.しかし、a.はうまく行かない場合がある 
→強制も必要 

 
この経路 a が、前記の「好循環経路」から出てきた課題に対する答えの鍵となってい

る。どのようにしたら「経済社会の圧力」や「まず事業者と消費者が協力する」状況が

実現するかという課題の答えの鍵は、市場参加者の信頼感に基づく繰返し取引である。 
経路 b.は、「好循環経路」第一の「強制する規範」と、第二の「当初から立法される

『市場の規範』」と同じことを述べている。 
これを手がかりにして、具体的な消費者政策を考える。 
 

(5)市場の規範の構築方法 
市場の規範を構築する消費者政策に期待される効果として、以下の三つが考えられる。

それぞれについて、まず一般的に検討する。 
 
            消費者政策に期待される効果 

① 取引相手と協力しやすい構造を作る。 
② よい行動方針をとりやすくする。 
③ 調整コストを下げる。 

 
① 取引相手と協力しやすい構造を作る 

   前記の経路 a で、取引が一回で終わる場合、取引相手を裏切る危険性が高いことが

示されている。ここから、市場の構造を、取引が一回で終わらず繰返される構造にする

ことによって、取引相手と協力しやすくなることが導かれる。88また、相手を信頼する

ためにも、繰返し取引を行うためにも、その前提として、取引相手が識別できなければ

ならい。このため、取引相手の識別をより容易にする政策も、取引相手と協力しやすい

市場構造を作る。89また、取引する商品の品質に関する情報を買い手にもたらすことも、

取引相手との信頼関係を通じて、取引相手と協力しやすい構造を作る。 
   これは、経路 a そのものであることに加え、経路 b の強制とも関係する手法である。 
   なお、この「取引相手との協力」は、談合等による「競争相手との協調」とは全く

異なるものである。 
 
                                                  
88太田は、消費者契約法についてのゲームの理論を用いた分析から、「取引が単発的である

よりも複数回繰り返されることが多くなるように、法システムや社会構造を設計するべき

であるという政策的示唆を受けることができる。」としている。(太田 2001  138 頁) 
89 アクセルロッドは、「過去につきあって相手を識別する能力と、そのつきあいの内容を覚

えておく能力は、協調関係を保持していくうえで必要である。」とする。(Axelrod1984 147
頁) 
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② よい行動方針をとりやすくする 
    経路 a の、市場の規範を自ら遵守し他人にも遵守に向けた圧力を加えるというよ

い行動方針90をとる人を増やすことは、市場の規範の構築・維持に資する。 
このとき、政策で行動方針を変えさせることができる可能性が高いのは、現在の

行動方針で損をしている人、つまり、やられっぱなしの人である。このような人の

増加は、本人たちの不利益になるのみならず、遵守に向けた圧力を低下させ市場全

体が協調に至る可能性を低下させる。91善行をなすつもりで訪問販売の営業に応じる

高齢者について前に述べたが、実は、このような行為は、世の中のためにならない。

例えば「次々販売」が「自己責任」と言われ放置されて増加していくと、後になれ

ばなるほど市場の規範を再構築するコストが大きくなり、全市場参加者の不利益と

なるおそれがある。被害を続けないようにする政策は、本人の共感も得て行動方針

の変更に到る可能性が高く、これによって市場の規範を構築、維持できる。 
    一方、市場で取引相手と協力しない人、例えば相手を騙して裏切るような行動方

針をとる人に対しては、「心を入れ替えろ」と言っても効果はあまり期待できない。

相手を裏切ることが損になるようにする政策、すなわち、裏切りのコストを上げる

政策によって、よい行動方針をとりやすくすることができる。 
 よい行動方針をとりやすくすることで、経路 a の信頼感と遵守圧力を醸成すること

が期待できる。また、この分野の具体的な政策の一部は、経路 b の強制でもある。 
 
③ 調整費用を下げる 

 取引相手との間で情報が共有されにくく、消費者取引で繰返し取引が減少してい

る状況では、取引相手と協力に至るまでに時間がかかる。この間、売り手、買い手

とも最適な利得が得られず、相互の調整に費用がかさむ可能性が高い。また、調整

の間のトラブルにより相互の信頼感が損なわれ、市場の規範形成を損なう可能性も

ある。 
そこで、情報をとりまとめて売り手と買い手が共通に知る情報として提供する政

策や、事業者、消費者など関係者が相互に情報を交換する機会を設ける政策に、調

整費用を下げる効果が期待できる。また、政府は目立つという特性を利用して一定

の方向を提示することにより、調整をより短期間に行えるようにすることも考えら

れる。 

                                                  
90 「行動方針」という用語は、ゲーム理論の「戦略」をより一般的な用語に言い換えたも

のである。 
91 太田は、消費者契約の分析で、裏切られればしっぺ返しをする当事者を「善良当事者」、

裏切られてもやり返さない当事者を「愚直な当事者」と呼び、「愚直な当事者の割合が増え

るほど、共存共栄を自生させるために必要な善良当事者の割合が大きくなり、愚直な当事

者が一定以上になると共存共栄秩序には至ることができなくなる点を指摘できる。」とする。

(太田 2001 138 頁) 
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これは、経路 a の「他の人も守るという信頼感」に貢献し、自らの遵守と他の人の

遵守に向けた圧力に貢献する。経路 b の強制とも関係する。 
 

7. 消費者政策の具体例 
ここからは、上記で検討した三つの効果が期待できる消費者政策について、現在行

われている政策の例を示す。 
 

(1) 取引相手と協力しやすい構造を作る 
 取引相手と協力しやすい構造を作る具体的な政策としては、以下が挙げられる。 

 
① 事業者名の表示を義務づける 

 取引の相手方がきちんと判別できることは、売り手と買い手の間の協力に必須の条

件である。取引相手の名前がわからなければ、繰返し取引は行われにくく、評判などの

経済社会の圧力も機能せず、協力は期待できない。 
 特定商取引法は、事業者名を明示することを義務付けている。例えば訪問販売事業

者は勧誘に当たって氏名を明らかにしなければならず、事業者名、住所、電話番号、事

業者が法人の場合は代表者の氏名を、契約内容とともに書面に記載し、消費者に交付し

なければならない。 
電気用品安全法でも、PSE マークの表示が必要とされる品目については、マークとと

もに事業者名の表示が義務付けられている。ガス用品や液化石油ガス器具も、同様に、

マークの表示が義務付けられる器具については事業者名も表示しなければならない。事

業者名の表示により、消費者は、取引に満足すれば同じ事業者と取引を繰り返す一方、

何か問題が起きた場合は、事業者の悪い評判を広げたり代金の返還を求めたりすること

が可能になる。 
 ただし、単に法律で義務付けただけでは、そもそも実名を明らかにせずに消費者と

契約するような悪質行為を行う事業者の行動を変えることは期待できない。実際に、偽

名を使って、又は本名や連絡先を明らかにせず、悪質商法を行った事業者はいくつもあ

る。法の規定に実効を持たせるためには、違反者を行政が特定して処分することも必要

である。92 
 

②長期間提供される役務をまとめた多額の契約を規制する 
長期間にわたって提供される役務をひとまとめにして多額の契約を一度に結んで

取引を行うと、取引の回数が限定される。逆に、一回の役務提供ごとに契約を結ぶ取

                                                  
92 事業者名を明らかにせず取引を行った事業者を行政が特定して特定商取引法による処分

を行った例としては、2006 年 3 月の出会い系サイトに対する業務停止命令が挙げられる。

経済産業省<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/press/060331arai-t.pdf> 
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引や月謝制であれば、消費者は役務内容が気に入れば取引を繰返し、気に入らなけれ

ば取引は止める。一回ごとの契約や月謝制の方が、事業者が消費者に気に入られるよ

う努力する動機が高く、売り手と買い手が協力する可能性が高い。このため、長期間・

多額の役務提供をまとめた契約を規制する政策は、事業者と消費者が協力しやすい構

造を作る。93 
特定商取引法に定める特定継続的役務の規制が、このような効果が期待できる政策

である。これは、提供される役務の内容や効果が契約前にわかりにくい外国語学校や

エステ、学習塾について、一定期間以上で一定金額以上の役務提供契約をまとめて行

う場合に、規制するものである。一回の役務ごとに契約する場合や、一か月ごとに月

謝を払う場合は、規制されない。規制が適用される場合、具体的には、クーリング・

オフや中途解約等の民事ルール、行政規制、罰則が規定されている。最近、業務停止

命令などの処分を執行した例も増えてきている。94 
 

③ 消費者団体が情報を周知し、消費者がこれを踏まえて行動するよう促す 
消費者団体は、戦後、主婦連や生協から始まった後、多様化していった。全国消費者

団体連絡会には、22 の全国的な団体、22 の地方消費者連絡組織が会員となっている。 

消費者が団体として消費者相互に情報を交換しながら行動することは、個々の消費者

としては一回の取引で終わる構造を、全体では繰返し取引の構造とし、事業者と消費者

の協力を促す可能性がある。 
また、消費者団体が製品の品質に関する情報を消費者に伝えることは、品質情報が買

い手に伝わらないために最低品質の商品の取引しか行われない、「中古車市場の逆選

択」と類似の事態を防ぐ上でも効果がある。 
正田彬は、「消費者運動が、問題提起を中心とする段階を超えて、消費者による統一

的な共同行動によって、経済社会における事実を作り出したり変革したりすることに、

その重点を置くことが、これからの消費者運動に求められていると思います。」とし、

生協の共同購入等に言及する。(正田 1997 326 頁)樋口一清は、「消費者運動の役割は、

社会に警鐘を鳴らす段階から、消費社会の重要な機能を分担することへと発展していく

べきではないかと考えている。」として、ネットワーク化、消費者教育等を提唱する。(樋
口 2007 124 頁) 

                                                  
93 一回の役務提供ごとの取引や月謝制であれば、もし問題がある消費者があれば、事業者

も取引を繰返さないことができる。多数回のレッスンをまとめ買いさせていた NOVA の教

師が書き込んでいた英語版のインターネット掲示板では、ある教師が殺された事件に関連

して、問題がある生徒が存在することについても指摘が相次いでいた。 
94 2007 年 6 月に特定商取引法の特定継続的役務の規定に基づいて出された外国語学校

NOVA に対する処分では、1 年を超えるレッスンを一度に契約することを 6 か月間禁止し

た。この事業者は、3 年 600 回分のレッスンチケットを一度に契約するなど、多数回をまと

めた契約が多く、レッスンの予約が取れないのにチケットが期限切れになる等のトラブル

が多発していた。 
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これを促す消費者政策として、このような消費者団体の活動についての法律上の規定

が行われている。2004 年に改正された消費者基本法(旧消費者保護基本法)では、消費者

団体について新たに以下の条文が設けられた。 
「第八条 消費者団体は、消費生活に関する情報の収集及び提供並びに意見の表明、

消費者に対する啓発及び教育、消費者の被害の防止及び救済のための活動その他

の消費者の消費生活の安定及び向上を図るための健全かつ自主的な活動に努める

ものとする。」 
 このことについて、松本恒雄は、以下のように評価する。 

「消費者基本法が、個々の消費者や個々の事業者とは異なった役割を消費者団体や

事業者団体に与えたことによって、公益を実現する機能を、行政機関のみならず、

民間団体にも認める素地ができたのです。」(松本、上原 2007 3 頁) 
 

④ 事業者団体が、事業者が業界全体の評判を考えて行動するよう促す 
    事業者が、個々の事業者としては一回の取引で終わる構造を、業界全体では繰返し取

引の構造とし、団体としての事業者と消費者の間の協力を促す可能性がある。具体的方

策としては、団体として事業者相互に情報を交換し、ガイドラインや標準約款を作るな

ど一体として行動し、不適切な会員は指導したり排除したりすることが挙げられる。 
    たとえば、訪問販売業者の業界団体である社団法の人日本訪問販売協会が上記を含む

活動を行って会員の「コンプライアンス経営」を促進すれば、このような効果を持つ可

能性がある。ただし、この効果を持つためには二つの問題が考えられる。 
第一は、アウトサイダーの存在である。アウトサイダーとインサイダーが取引相手で

ある消費者によって区別されて初めて、インサイダーが集団として消費者と協力するこ

との有利性が生じる。 
第二は、インサイダーの同質性確保である。インサイダーに一定の基準を遵守させる

ための研修等に加え、基準以下の同業者を発見して処分し、悪質な場合は除名する機能

が、協会に必要である。 
これらはいずれも、協会の評判をどう確立するかという問題から考えることができる。

これに関して、奥野正寛は、以下のように論じる。 
「オープンな共同体組織をマッチングとスクリーニングの面で支えるのは、社会の

『評判』の仕組みだともいえる。・・・評判がうまく機能すれば、より効率的な組織

の評判が高まるとともにその活動に共感する参加者が増え、それだけ参加者の同質

性が高まってゆく。他方、非効率的な組織の評判が落ちれば参加者が減る。」(奥野

1999 96 頁) 
    日本訪問販売協会は、会員事業者の訪問販売員に、会員であることの証明を発行して

いる。これが消費者に認識されることは、会員企業の自主的努力を促すこととなる。ま

た、会員の評判を確立させるためにも、会員資格の厳正な見極めが必要である。 
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    消費者の評判に加え、関連事業者の評判も重要である。たとえば、クレジット事業者

が加盟店の訪問販売事業者を調査する際に日本訪問販売協会の会員であることを積極

的に評価すれば、このことも、日本訪問販売協会の自主的努力を促す。 
    評判がうまく働けば、事業者がよい評判を得るために消費者と協力する行動をとるこ

とが期待できる。事業者団体の活動は、このような評判の形成に必要な情報流通を促す

可能性がある。また、事業者団体が製品の品質に関する情報を消費者に伝えることも、

消費者団体の場合と同様、品質情報が買い手に伝わらないために最低品質の商品の取引

しか行われないという逆選択を防ぐ上で効果がある。 
これらを促進する消費者政策の例として、政府がこのような事業者団体を消費者政策

上位置づけ、周知することが挙げられる。特定商取引法第 27 条から 29 条が、「訪問販

売協会」について規定している。なお、同法 30 条から 32 条は、「通信販売協会」につ

いて規定している。 
    アウトサイダーも含めた規制が存在することも、事業者の自主的活動が有効に機能す

るための重要な要素である。これについて、松本恒雄は、公正取引委員会が「公正取引

協議会が公正競争規約の遵守を求めることができない非会員による景品表示法違反の

不当表示については、公正取引委員会が景品表示法により規制するという対応が重要で

ある」としている例を挙げ、「外枠としての行政規制が存在していることが、効果的な

自主規制にとって不可欠である」と論じる。(松本 2007 100 頁)日本訪問販売協会によ

る自主的な活動が有効に機能するためには、特定商取引法に基づくアウトサイダーも含

めた規制が実効力を持つことが不可欠である。 
  
(2) よい行動方針をとりやすくする 

この分野には、以前から言われてきた「事業者に対する消費者の不利を是正する」こ

とを目的とする政策が含まれる。ただし、ここでは当事者間の不均衡是正だけではなく、

市場全体の規範構築、維持という観点から、それぞれの政策の効果を考える。 
具体的な例としては、以下が挙げられる。 
 

① 特定商取引法に基づく行政処分を行う 
特定商取引法に基づく行政処分は、処分の対象となった事業者の違反行為を止める

ことができる。しかし、行政処分の効果はこれだけではない。以下のように、幅広い

効果を持つ。 
 

a. 消費市場における効果 
処分の発表は、法違反行為を明らかにする。このため、違反行為が広く報道され、

自治体や消費者団体などからも消費者に伝わることにより、処分を受けた事業者と

類似の事業者に対する抑止効果や、類似した悪質商法に関する消費者への注意喚起
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という効果を持つ。 
類似した悪質商法の被害者が事業者の法令違反に気づき、代金返還に成功する可

能性もある。たとえば代金返還等の民事訴訟を起こし勝訴したり、消費者センター

の斡旋による代金返還が実現したり、クーリングオフ期間又はクーリングオフ妨害

等の違反行為に気づくことにより自らクーリングオフする可能性が高まる。 
 

b. 労働市場における効果 
特定商取引法による悪質事業者の処分は、処分を受けた事業者の求人活動を止め

る。また、悪質商法の実態について広く伝えることにより、求職者に正しい情報を

伝える効果もある。 
現実には、労働市場で職場の情報を得ることが困難であるため、求職者が、給与

やわかりやすい労働環境のみで職場を選ぶことになりがちである。このため、もの

づくりの現場には若者が集まらず、悪質商法の電話勧誘などの職場が人を集める例

もある。 
社会全体の利益になる能力向上が図れる職場が人材確保上有利であるよう、職場

の情報が求職者に届くようにする上でも、特定商取引法に基づく処分は効果がある。 
 

       以上のように、消費市場、労働市場の双方において、行政処分は、裏切りのコスト

を上げ、その結果、取引相手と協力する方針をとる主体を増加させる。すなわち、行

政処分は、消費者の被害を防ぎ、被害救済に資するとともに、国全体の市場の規範を

維持し、社会の信頼感を回復して経済全体の効率悪化を防ぐ。この利益は、消費者の

みならず、悪質商法にかかわらない事業者全体にも及ぶ。 
特定商取引法に基づく処分は増えたとはいえ、法に違反した事業者全体からみれば、

ごくわずかである可能性が高い。「いくら処分しても被害を防ぐのは難しい」との意

見もある。しかし、このような処分の波及効果は大きい。冒頭で述べたように、処分

の増加に伴い、全国の消費者センターに寄せられた特定商取引法違反の相談件数は減

少した。法の執行は、公的部門による市場の規範構築の基本であり、メディアによる

報道や消費者団体、事業者団体による周知の効果によって、その費用対効果は一層高

まる。逆に、処分を行わずに放置した場合、そのことが社会の信頼感を損ない市場の

規範を弱め、悪質商法を増加させて信頼感を一層損なう悪循環に陥るおそれがある。 
 
② 悪質商法の被害回復に資する民事ルールを周知する 

消費者が往々にして市場の規範を守らない売り手に遵守に向けた圧力を加えられ

ない原因の一つに、訴訟による解決が困難だという要因がある。たとえば製品事故の

原因や事業者の不実告知などを、消費者側が証明することは難しい。企業対企業の取

引に比べれば少額な消費者取引での紛争を解決する上で、民法の一般的な規定よりも
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具体的な特別法の民事ルールの効果は大きい。 
例えば、消費者契約法に定められる不実告知による契約の取り消しや、特定商取引

法に定められるクーリングオフの規定は、訴訟によらない被害回復に資する民事ルー

ルである。このような民事ルールの周知によって、司法書士による手続き、消費者セ

ンターのあっせん、消費者団体の ADR(裁判外紛争処理解決)など、より低コストの手

段での紛争解決が可能になる。これまで消費者への情報提供など様々な活動をしてき

た社団法人の日本消費生活アドバイザー･コンサルタント協会(NACS)は、2008 年 3 月、

裁判外紛争処理解決機関として法務大臣の認証を取得した。 

消費者センターの相談による紛争解決も、クーリングオフを利用したものが多い。

社団法人の全国消費生活相談員協会（全相協）は、相談員の資質向上等の活動を行

っている。このような特別法の民事ルールも活用した裁判外の紛争処理等の分野で

の法学教育の充実が有益だとする声もある。 
民事ルールの活用について、消費者が十分知識があれば、自らの請求で代金の返

済を受けられる可能性が高まる。このため、消費者教育が効果的である。たとえば

高校の家庭科教科書で、最近特定商取引法のクーリング・オフ等の説明が増加した。

95消費者団体による「出前講座」も行われており、親元を離れる前、高校三年生の

三学期に集中講座を行う例もある。消費者教育に貢献している事業者や事業者団体

も多い。高齢者の消費者被害を防ぐには福祉関係者との連携も重要であり、内閣府

は、高齢者福祉の現場に消費者トラブルを伝える「見守り新鮮情報」メールマガジ

ンを発行している。また、このような観点から、消費者に合理的行動を求める消費

者基本法第七条の価値も位置づけることができる。 
なお、消費者教育には学会があり、家政学や教育学などでも研究されている。た

とえば馬場紀子は、「学習指導要領の強化にともなって小・中・高等学校それぞれの

段階で、これまで以上に充実した内容の消費者教育が実施されるようになった。し

かし、現実には教材や資料の不足、教員の研修の必要性などの問題も指摘されてい

る。」とする(馬場 2002 163 ページ)。東珠実は学校教育を中心に内外の消費者教育

の実態を紹介し、「消費者の私益と市民の公益」の「バランスのとれた発展」をめざ

すことを提唱する。(東 2005 101 ページ) 
 

                                                  
95 たとえば実教出版の平成 18 年度版「家庭基礎」は、消費者契約と特定商取引法等の悪質

商法対策に 2 ページ、販売信用や消費者金融に 1 ページ、計 3 ページを割いている。平成

19 年版の「新家庭基礎 21」は、同様の内容については、消費者契約に 2 ページ、販売信用

や消費者金融に 1 ページ、特定商取引法等の悪質商法対策に 3 ページ、電子商取引等と個

人情報に 2 ページ、計 8 ページを割いている。なお、総ページ数は、いずれも 175 ページ

である。ただし、実際の家庭科の授業では、調理や被服関係が中心となりがちで、消費者

関係にはそれほど触れない場合もあるといわれる。このような状況の中で、たとえば社会

に出る直前の高校三年生の三学期に消費者教育の出前講座を行う例もある。 
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 ③ 重大製品事故の報告を義務付け事故情報を公表する 
2007 年 5 月に施行された改正消費生活用製品安全法により、重大製品事故の報告

が義務づけられた。96製品事故は悲劇であるが、次の事故を防ぐ上で重要な情報を提

供する。製造者は設計や製造過程の変更、輸入・販売事業者は仕入れ方針の変更、購

入者は使用の注意や民宿やアパートの設備変更など、事故情報を知ることによってで

きることは多い。 
たとえば 2006 年の家庭用シュレッダーによる幼児の指切断事故の報道を受けて、

多くの事業者が自主的に、幼児の指切断防止のための措置を講じた。パロマの瞬間湯

沸器の不完全燃焼による一酸化炭素中毒事故は、不完全燃焼による一酸化炭素発生の

危険性を消費者に広く周知するきっかけとなった。97 
重大製品事故に関しては政府が介在して事業者と消費者がともに注目すべき情報

を提供することは、市場の取引で安全な製品がより多く提供され選択されるための経

済社会の圧力を増す。市場では、情報が不十分である場合もある一方、様々な情報が

氾濫する中で、個々の消費者は適切な情報を選択できず、むしろ悪質事業者が流す虚

偽の「安心、安全」情報に惑わされる状況もある。事故報告が義務付けられ、事故情

報が国を通じて公開されることで、事故製品を保有する流通事業者や消費者は返品し

たり、新規の購入は止めたりするなどの対応をとることができる。これは、製造時業

者、輸入事業者に対して、安全な製品を提供する動機を与える。 
なお、製品事故はブランドイメージの危機ではあるが、対応によっては信頼の構築

につながることもある。松下電器は経年劣化によって一酸化炭素中毒事故を起こした

温風暖房機98の回収を徹底的に行い、消費者の多くがこれに好感を持ったといわれる。 
      
(3) 調整費用を下げる 

調整費用を削減する効果があると考えられる消費者政策には、以下のような例があ

                                                  
96 詳細は、経済産業省 http://www.meti.go.jp/product_safety/producer/lecture01.html 参
照。 
97 パロマの事故を取材していたある記者は、「自分の実家はオール電化なので、この事故で

初めて一酸化炭素中毒の可能性を知った。」と語った。最近の若い消費者には、屋外設置型

の湯沸器やオール電化住宅で、ひねればお湯が出て当たり前の暮らしの中で育ち、燃焼に

おける酸素の必要性について実感が乏しい人が相当数みられる。たとえば、自宅の湯沸器

の熱源はガスか電気かと聞かれて即答できない人も、しばしばいる。このような消費者は、

就職や入学等で実家から独立して初めて屋内設置の湯沸器等の燃焼器具を使うことになる

ため、換気の必要性や不完全燃焼について周知する必要性は、以前より増している。この

ため、経済産業省は換気を呼びかける資料を作成、配布した。2007 年に作製したポスター

<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/seian/contents/anzenweek/tenkenbi02_101.pdf 
>、子供用資料 
< http://www.meti.go.jp/policy/consumer/seian/contents/anzenweek/miomamoru_c.pdf > 
98 事故の原因等については、独立行政法人製品評価技術基盤機構による事故調査報告に関

する、2006 年 7 月の経済産業省の発表を参照

<http://www.meti.go.jp/press/20060704004/houkokusho-set.pdf> 
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る。 
 

① 関係者間の情報交換を行う 
たとえば製品安全を確保するために、関係者間の情報交換が行われている。経済産

業省は、パロマの瞬間湯沸かし器事故等を受けて 2006 年 11 月に「製品安全総点検週

間」を開始した。その後も 2007 年 3 月は「製品安全啓発緊急シンポジウム」、2007 年

3 月からは毎月「第二火曜は火二注意:製品安全点検日セミナー」を開催している。99 
消費生活用製品の使用中に事故が起きた場合、次の事故を防ぐための事業者の行動

を促す上で効果が高いのは、事故があったことや事故を防ぐ方法が共通知識となって

いることである。100たとえば、ある事故関連情報について、事業者が、単に「その情

報を知っている」だけでなく、「その情報を消費者が知っていることを知っている」場

合、更に「その情報を消費者が知っていることを取引先が知っていることを知ってい

る」場合がある。情報が広範な共通知識となっている方が、その事業者の安全関係の

担当者は、積極的な安全確保に向けて行動するという提案を、経営幹部に説明しやす

い。 
このような共通知識の生成を促す上で、消費者政策が役立てる。たとえば 2006 年 11

月の「製品安全総点検週間」では、以下のような消費者団体、事業者団体の幅広い参

加、協力を得たセミナー等が行われた。 

 
   このように、幅広い関係者が密接な情報交換を行う場を提供する政策には、調整費

                                                  
99 2006-2007 年の経済産業省の発表

<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/seian/contents/anzenweek/index.htm#k-sympo
> 
100 「共通知識」が協力を導くことについて、(Chwe2001)が論じている。 
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用を下げる効果が期待できる。 
 
② 関係者の議論を周知する 

関係者間の議論は、一般に広く周知されることにより、他の消費者や事業者に一定

の注目点を提供する。このことは、それほど利害に差がなければ注目点に向けた行動

をとる人の数を増やす可能性があり、これによって調整費用を下げる効果が期待でき

る。 
審議会の内容を公表することによっても、一定の考え方を広く提示し、これに向け

た調整を促す効果が期待できる場合がある。たとえば、特定商取引法の改正について

議論していた審議会で行われたインターネット通信販売でのモール運営事業者につい

ての議論は、モール運営事業者の役割について一般消費者等の関心を喚起した。101審

議会の議論の報道が、モールの役割について一つの注目点を提供した可能性がある。 
この点について審議会で議論が行われていた時、大手のモールである楽天は、個別

ショップの廃業によって代金の返済が受けられない場合について一定の対応を行うこ

とを発表した。これにより、消費者が楽天のモールでの買い物を選択する可能性があ

る。楽天の行動は審議会でも報告され、消費者代表の委員等から歓迎された。102 
 

③ 標準を作る 
  JIS(日本工業規格)や ISO(国際標準化機構)、IEC(国際電気標準会議)等で策定され

る規格も、調整コストを下げる方法の一つと考えられる。市場での試行錯誤による

デファクト・スタンダード形成には技術進歩に柔軟に対応しやすいという長所もあ

るものの、調整過程におけるコストがかかるという短所もある。関係者の話し合い

により作成された成文的な標準は、調整コストを下げる可能性がある。 
  このような標準は、当初はたとえばコンセントの形状など、ハードの標準として

策定され、製品安全の確保に役立ってきた。最近は、たとえば ISO9000 として知ら

                                                  
101 楽天、ヤフーなど、モールによって運営には違いがあり、消費者への対応も異なる。た

とえば、行政から個別ショップの法令違反について通知しても、対応が迅速なところとそ

うでないところがある。消費者が個別のインターネット通信販売事業者に加え、モール運

営事業者の評判を評価しモールを選択することは、繰返し取引の構造を作る。購入商品が

多様であるため個別のショップでの購入は一回で終わる場合が多くあっても、モール全体

では多数回の購入を繰返す可能性が高いからである。 
102 なお、このような経緯もあり、2007 年 12 月の産業構造審議会消費経済部会特定商取引

小委員会報告では、以下のように記載されている。 
「ネットオークションで問題とされている、代金を先払いしているにもかかわらず、商品

が届かないといったトラブルを予防するための代金支払いについてのルール化、あるいは、

ネット通信販売全体における『場の提供者』の責任等の課題が存在する。これらについて

は、近時、ネット通信販売の場・システムを提供する事業者が、その利用者保護のための

具体的措置を講じてきており、当面は、これらの成果を見ていくことが必要であると考え

られることから、今回の検討においては、方向性は打ち出していない。」 
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れる品質管理の標準や、ISO14000 として知られる環境管理の標準など、ソフトの標

準も増えている。ISO10002、JIS Q10002 は、苦情処理対応マネジメントシステム

についての標準である。前述のシュレッダーでの指切断防止などのために必要とさ

れるものを除き、国によって強制されるものではなく、事業者が自主的に行うもの

である。 
ISO 理事会の下に設置された COPOLCO(消費者政策委員会)は、消費者の意向を

標準化に反映させること等のために検討を行っている。ISO では、企業の社会的責

任に関する議論も行われている。(日本規格協会) 
このような標準の策定、周知を促す政策も、調整費用の削減に資することが期待

できる。 
 
8.検討中の消費者政策の例 
 2008 年 3 月 7 日に「特定商取引に関する法律及び割賦販売法の一部を改正する法律案」

が閣議決定され、国会に提出された。経済産業省は改正の概要を、①規制の抜け穴の解消、

②訪問販売規制の強化、③クレジット規制の強化、④インターネット取引等の規制の強化

に分け、それぞれの例を挙げて解説している。103この改正が実現すれば期待できる効果に

ついて、前記の(1) 市場参加者が協力しやすい構造を作る、(2)よりよい戦略をとれるように

する、(3)調整コストを下げる、の三項目に分けて考える。 
 
(1) 取引相手と協力しやすい構造を作る 

経済産業省は発表文の中で、「③クレジット規制の強化」の内容として「個別クレジ

ットを行う事業者を登録制の対象とし、」「行政による監督規定を導入」し、「個別クレ

ジット業者に訪問販売等を行う加盟店の行為について調査することを義務づけ、不適正

な勧誘があれば消費者への与信を禁止」することを挙げている。104 
消費者と訪問販売事業者との取引が一回だけの取引である場合が多いのに対して、個

別クレジットを行う事業者と訪問販売事業者との間の取引は、繰返し行われる。訪問販

売事業者が消費者に被害を与えることが個別クレジット事業者への不利益をもたらす

政策をとれば、個別クレジット事業者は不利益の原因となるような訪問販売事業者との

加盟店契約を解除する可能性がある。このような利得構造の下で取引が繰返されれば、

                                                  
103 経済産業省の発表 http://www.meti.go.jp/press/20080307003/20080307003.html 
なお、その後経済産業省は 2008 年 4 月 3 日に、特定商取引法と割賦販売法の改正案のポイ

ントの説明資料を発表している。<http://www.no-trouble.jp/u/pdfs/kaiseipoint.pdf> 
また、特定商取引法改正を担当している石塚補佐が 2008 年 3 月 24 日に行った講演の資料

もある。<http://www.no-trouble.jp/u/pdfs/0324kouen.pdf> 
104 「個別クレジット事業者」は、既に登録制が敷かれているクレジットカード事業者とは

異なる。クレジットカードを持っていない高齢者や学生等にも与信できることもあり、悪

質商法はクレジットカードでなく「個別クレジット」を使う場合が多い。改正前の、現行

の割賦販売法では「個品割賦購入あっせん事業者」と呼ばれている。 
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個別クレジット事業者が訪問販売業者を識別し、悪質行為を行わないように求めるとと

もに、訪問販売業者も個別クレジット事業者の不利益になる悪質行為を避けるという形

で、相互の協力が促される。その結果、事業者間の協力行動によって悪質商法を排除す

る効果が期待できる。 
 
(2)よい行動方針をとりやすくする 

発表文の「①規制の抜け穴の解消」には、「指定商品・指定役務制」の廃止が挙げら

れている。民事ルールがあっても、制度が複雑で理解しにくければ、取引関係者の適切

な行動は期待できず、プロの悪質事業者は制度の網をかいくぐる。特定商取引法、割賦

販売法の「指定商品・指定役務制」は、そのような複雑な制度の例である。105 
このような「指定商品・指定役務制」を廃止し法を原則適用し、他の法律で規制され

ている役務やクーリングオフになじまない生鮮食料品など例外のみを限定列挙すれば、

被害回復の可能性を増して市場の規範維持に資するとともに、善良な事業者の法令順守

をより容易にする可能性がある。 
また、発表文の「②訪問販売規制の強化」には、契約を断った消費者を勧誘してはな

らないことや、特別の理由がない限り通常費用とされる量を著しく超える商品等を購入

する契約結んだ場合、契約後 1 年間は契約の解除等を可能にすることが挙げられている。

これらにも、悪質行為により締結した契約は解除するという、市場の規範維持に資する

行動方針をとれる場合を増やす効果が期待できる。 
 
   (3)調整費用を下げる 

「④インターネット取引等の規制の強化」には、返品の可否・条件を広告に表示してい

ない場合は、8 日間、送料消費者負担での返品(契約の解除)を可能にすることが挙げら

れている。 
通信販売で返品できるかできないか、きちんと表示されていればその前提で取引をす

                                                  
105 訪問販売や、そこで往々にして用いられる個別クレジットについての法規制は、現在、

対象となる商品や役務が政令で限定列挙されている。この政令を個別の消費者が詳細に正

しく認識し、次々に現れる新商品・役務が既存の指定商品・役務のいずれかに該当するか

否か判断することは難しい。消費者のみならず、消費者相談窓口などの行政、司法書士、

弁護士などの関係者にとっても、困難な場合がある。一方、悪質事業者は、リストに掲載

されていない商品、役務での新商法を次々に編み出すことで、規制を逃れることができる。

たとえば冒頭でも示したように、2006 年度は、当時は指定役務でなかった海外先物オプシ

ョン取引の仲介をする電話勧誘販売等が問題になった。 
「指定商品・指定役務制」は、善良な事業者にとってのコスト増要因でもある。事業者が

遵守しなければならない法令は多岐にわたり、複雑でわかりにくい制度は、従業員教育の

費用を増加させる。また、法令が複雑でわかりにくければ、法令違反による企業イメージ

の低下を恐れる企業は、安全をとって法令ぎりぎりより幅広い対応をせざるを得ない一方、

悪質事業者はもともと企業イメージに価値がなく処分されれば廃業して新規企業を起こそ

うとするため、善良な事業者が競争上不利になるおそれがある。 
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ればよい。しかし、表示がない場合、売り手と買い手の理解が異なると、トラブルの元

になり、双方とも損をする可能性がある。このため、表示や契約に定めがない場合は返

品ができるかできないか、予め明らかになっていれば、事業者も消費者も便利である。 
はっきりした商慣習があれば裁判規範にも用いられようが、106現状では通信販売にそ

のような明確な商慣習はみられない。返品ができるかどうか、広告や契約に規定してい

ない場合、事業者間でも返品可能という商慣行の有無について問題になることがあるが、

商慣習を判決に反映させるべきかという判断には様々な議論がある。 
返品について広告に表示がなければ返品可と規定することには、法律の規定により相

互の誤解によるトラブルという調整コストを下げ、事業者、消費者双方の利益を増やす

効果が期待できる。 
 

9.まとめ 
 悪質商法や安全でない商品の排除は、市場の規範の構築との間で好循環を起こし、取

引相手との相互協力が続く経済社会をもたらす可能性がある。このような経済社会では、

消費者の需要が事業者の努力を、悪質な勧誘や安全を犠牲にした価格競争でなく、技術

革新や顧客への配慮など社会全体のためになる方向に向ける。 
 市場の規範は、国が立法し強制するものばかりではない。立法によらない規範もある。

また、強制によらず、経済社会の圧力で守る規範や、良心で守る規範もある。市場の規

範の構築と遵守は、消費者、事業者を含む多様な市場関係者の参画によって実現する。 
政府が、市場の規範低下を反転させる責任を一身に負うことはできない。一方、経済

社会の拡大に伴い、政府がなんら関与せずに市場の規範が構築・維持できる可能性は小

さくなっている。消費者政策は、市場関係者全体が市場の規範を維持・構築する上で、

必須である。 
消費者政策は、取引相手と協力しやすい構造を作ることができる。また、市場の規範

に違反することのコストを上げ、市場参加者がよい行動方針をとりやすくすることがで

きる。このとき、直接の規制対象以外の主体の行動への波及効果も考えることが重要で

ある。更に、消費者政策は、市場関係者の行動を促す共通知識の情報拠点としての役割

を果たし、調整コストを下げることができる。 
現行の政策にも、検討中の政策にも、市場の規範を構築し維持する効果が期待できる

ものがある。これらの消費者政策が成功すれば、消費者取引にかかわる多様な主体がそ

れぞれの役割を果たすことによって、最小限の費用で市場の規範を構築し維持できる。

市場の規範は、各人の行動を全体のためになる方向に動機付けることにより、国民生活

を向上させるとともに国の発展を促す。 
消費者政策は、消費者と事業者の一般的な対立構造の中で政府がどちらの利益を促進

するべきか、という構図で考えるべきではない。消費者取引の対象や形態が急激に変化

                                                  
106 藤田は、流通業界の返品制について述べている。(藤田 2006  13 頁) 
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する中で、消費者、事業者、政府のすべてがどのように市場の規範を構築、維持すると

経済社会の発展、安定が得られるか、という観点から考えるべきである。 
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 (別添)           
「市場の規範」と類似の用語 

 
  本稿の「市場の規範」と類似した用語ではあるが、必ずしも「市場の規範」に含まれ

るわけではない概念がいくつかある。ここでは、それらの用語と本稿の「市場の規範」

との関係を考える。 
 
① 「市場の規範」と「礼」 
  本稿で検討する「礼」は、孔子の「論語」の概念のひとつとしてのものである。 

中国哲学の金谷治によれば、古代社会では祭祀の宗教的儀礼と部族の団結を固める社

会的政治的風俗習慣の源泉の二つが混在していたが、孔子の時代は儀礼の合理的な精神

解釈が進み、宗教的儀礼を「儀」、社会的政治的風俗習慣を「礼」とする過渡期であっ

た。その上で金谷は、「論語」の「礼」には身を修めるための礼と国を治めるための礼

とがあるとし、(金谷 1970 161 頁)国を治めるための礼の注釈として、「法律と対して、

それほどきびしくはない慣習法的な規範」と記した。(金谷 1963 28 頁) 
 「市場の規範」のうち、「経済社会の圧力で守る規範」と「良心で守る規範」は、この

ような「礼」の一部である。 
 
 ② 「市場の規範」と「行動の規則性」 

 エリク・ポズナーは、ゲーム理論を用いて契約等の法律問題を考えた「法と社会規

範」の議論を、「社会規範というものは単に行動の規則性と理解するべきであって、それ

自体としては何の説明力も、個人の行動を左右する外生的な力もないと理解することが

有用である。」という説明から始めている。彼は社会規範を「自分が良いタイプに属する

ことを示すシグナルを人々が使うとき、均衡で生じる行動の規則性」とする。これは、

他者の評判が行動に作用するということを、「社会規範」という用語の定義として、外生

的な与件として考えるのでなく、他者の評判をゲーム理論に取り入れてこれが行動にど

う影響するか分析することとし、その出発点として、「社会規範」という概念を用いたた

めである。(Posner2000  22,59 頁) 
本稿では、「市場の規範」という用語を、消費者問題の原因を説明する手段として導入

した。このような議論の枠組みで社会規範を単なる行動パターンとして考えた場合、直

接の利害だけで説明できない行動パターンを、行動パターンとして定義される「社会規

範」で説明するという、循環論法に陥るおそれがある。107 
本稿では、「市場の規範」を一般的な行動の規則性としては考えない。本稿の「市場の

規範」は、繰返し取引の中で参加者が進化してきた歴史の結果、強制や経済社会の圧力

や良心によって守られるようになったものである。これは、動学的にいえば、過去の行

                                                  
107 (中里 2005)も、これと類似した循環論法に陥る危険性を指摘している。 
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動の規則性が市場の規範となったと言えるかもしれない。しかし、現在時点に限った静

学的な分析であれば、現時点の行動の規則性がそのまま市場の規範であるわけではない。 
また、もし「市場の規範」を単なる行動の規則性として考えれば、多数の不実告知・

裏切りがほぼ規則的にみられるマルチ商法の実態も「市場の規範」ということになる。

これは、消費者取引で取引相手との協力をもたらす力を「市場の規範」として想定した

本稿の前提と矛盾する。 
このため、本稿の「市場の規範」は、消費市場において相互協力をもたらすものに限

定している。すなわち、「市場の規範」は囚人のジレンマゲームのナッシュ均衡である相

互の裏切りを脱して双方の厚生を増大させる相互協力行動をもたらすという、正の価値

を持つものに限定する。「市場の規範」は、一種の公共財であると考える。本稿では、こ

のような価値観に照らして、「市場の規範」が「低下した」、「弱まった」、又は「市場の

規範」を「構築する」等の表現を用いる。 
つまり、本稿の用語によれば、A 時点の個人の行動が B 時点の「市場の規範」を生む。

また、この B 時点に限ってみれば「市場の規範」が外生的に与えられ、B 時点又は C 時

点の個人の行動を左右する力を持つ。この B 時点または C 時点の個人の行動が取引相手

との協力であり、これが集団的に共有されれば、D 時点の「市場の規範」となる。これ

を本稿では「好循環」と呼んだ。しかし、この「好循環」と、同一時点の同一事象を互

いに原因・結果として論じる「循環論法」は異なる。 
 

③「市場の規範」と「制度」 
「制度」という言葉は、場合によって様々な意味に使われてきた。奥野正寛、瀧澤弘和

は 1996 年の著書の終わりに、以下のように述べた。 
「われわれは本書のこれまでの記述の中で、それほど厳密な定義を与えることなし

に、制度という言葉を市場メカニズムのみならず企業組織や法的制度、人々が形成

する自発的組織なども含むものとしてややルースに使用してきた。それは、比較制

度分析が漸く緒につきはじめた現段階では制度に関するさまざまな実証とモデル・

ビルディングそして洞察を蓄積することが必要であり、すべてを網羅する定義を先

見的に設けるべきではないと考えるからである。」(奥野、瀧澤 1996  319 頁) 
その後、青木昌彦は、「制度」には以下の三つの定義があると整理し、このうち C を採

用して議論した。(青木 2003 8 頁) 
 A.ゲームのプレイヤー、 

B.ゲームのルール、 
C ゲームのプレイヤーによる均衡戦略 

このうち A は市場での行動主体を指すものであり、本稿の「市場の規範」とは異なる

概念である。日本語の「制度」よりも、これに対応する英語の「institution」には、組織、

すなわちゲームのプレイヤーという意味合いが強い。 
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B は、「市場の規範」と重なる概念である。これについて、文献をみる。 
経済学の比較制度分析で、ダグラス・ノースは、制度について以下のように述べる。 

「制度は社会におけるゲームのルールである。あるいはより形式的に言えば、それは

人々によって考案された制約であり、人々の相互作用を形づくる。したがって、制度

は、政治的、社会的、あるいは経済的、いずれであれ、人々の交換におけるインセン

ティヴ構造を与える。制度変化は社会の時間的変化の様式を形作り、それゆえ歴史変

化を理解する鍵となる。」(North1990 3 頁) 
  ジョン・ケイは、制度を「正式の規制や暗黙のルール、評判と調整のメカニズム、協力

し合うという本能そして仕組み、連帯感」とする。(Kay2004 322 頁) 
世界銀行は、「制度」は「行動主体が相互に交わる際に従う行動規範をも含む規則であ

り、望ましい結果を得るために規則や行動規範を補完する組織」であるとし、「非公式の

制度あるいは『文化』とも呼ばれることもある社会的な規範やネットワークに基づいたシ

ステムは、どんな社会においても、市場取引を円滑に行うための手段である」と記述した。

(World Bank2002 8,306 頁) 
松井彰彦は、経済学で慣習・規範と制度について論じる際、まず比較制度分析の制度と

慣習の類似点が多いとした上で、「ある慣習が確立するとそれを補強する形で規範が作ら

れていく」とし、慣習と制度について「いずれの分け方も境界は不明瞭であり、傾向にす

ぎない」としている。(松井 2002 5,9-10 頁) 
行政学では、森田朗が制度について以下のように述べる。 
「通常、制度とは、法律や規則という形式で定められ、それを遵守しなければならな

いもの、違反すると罰せられるものというイメージで捉えられることが多い。しかし、

別に正式の形式で制定されていなくとも、慣習法のように、みなが従うもの、さらに

は、単に従うことが期待されているだけで、それに反する行動をしてもなんら制裁を

受けないものもある。」(森田 2007 148 頁)。 
政治学の河野勝は、制度を「アクターの行動に課されるパターン化された制約」と捉え

ることを「経済学的定義」、「アクターの現実理解や行動を意味付けるもの」と捉えること

を「社会学的定義」と呼んで対比させた。(河野 2002 13 頁)少なくともこの前者の「経

済学的定義」は、青木の分類によれば B の「ゲームのルール」であると考えられる。 
なお、社会学では、規範が社会に受容されることを「規範の制度化」と呼び、これを「制

度の内面化」と対比して考える見方がある。(友枝 2007 128 頁) 
このように青木の分類 B により定義された「制度」との関係をみると、本稿の「市場

の規範」は、消費者取引の市場という範囲に限られ、この「制度」に含まれるものであ

ると考えられる。ただし、本稿の「市場の規範」には、取引正常化に資するという正の

価値を含むものであること等の制約はある。 
  青木の分類 C は、ゲームのプレイヤーが行動を他に変更する動機を持たない「ナッシ

ュ均衡」であり、②で検討した「行動の規則性」と類似の概念であると考えられる。 
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④ 「市場の規範」と「ソーシャル・キャピタル」 

ソーシャル・キャピタルは、社会学で用いられる用語である。道路等を指す「社会資

本」との混同を避けるため、日本語では「社会関係資本」と訳される。「社会関係資本」

もあまり一般的に理解される用語ではないため、本稿では「ソーシャル・キャピタル」

のままで用いる。 
米国の社会学者ロバート・パットナムは「社会関係資本が指し示しているのは個人間

のつながり、すなわち社会的ネットワーク、およびそこから生じる互酬性と信頼性の規

範である。」とする。(Putnam2000  14 頁) 
「市場の規範」は、このようなソーシャル・キャピタルの一部である。 
 

⑤「市場の規範」と「秩序」 
 「秩序」は、社会学で「秩序を構成する要素の間に協調的な関係が確立された状態」と

され、(正村 2007 136 頁)「規範の作用および規範による制度の形成」が社会秩序を作る

とされる。(友枝 2007 132 頁)太田勝造は、法社会学の研究で、持続的ないし反復的な社

会的パターン一般を総称して「社会秩序現象(Social Order)」と呼ぶこととし、これをも

たらす行為を「社会秩序行為」として分析した。(太田 2000 139 頁) 
 「市場の規範」の遵守によって、市場の「秩序」がもたらされる。「市場の規範」の遵

守は、太田の「社会秩序行為」の一部である。 
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